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I. ガイドライン策定の背景・目的 

1. 策定の背景 

NEXCO 東日本では、「高速道路の効果を 大限発揮させることにより、地域社会の発展と暮らしの

向上を支え、日本経済全体の活性化に貢献する」ことを企業理念として掲げ、公正で透明な高速道路の

管理運営・建設事業を行い、その過程で数多くの調査等業務を請負契約により実施している。 

これらの調査等業務は、地形・地質・環境等の自然条件及び地元・関係機関との協議等を考慮のうえ、

高速道路をご利用になるお客さまの安全・安心・快適・便利及び経済性を追求し実施するという特徴を

有している。 

また、工事では、原則として、工事目的物を完成するための一切の手段は受注者が定める(工事請負

契約書第 1 条第 3 項)とされているが、調査等業務においては、原則として発注者の指示又は受発注者

の協議に基づき業務を完了する(調査等請負契約書第 1 条第 3 項、第 4 項)とされており、目的物が図

面等によりあらかじめ決定している工事と異なり、基本的な業務の方針を発注者が示し、受注者が技術

力を駆使し、受発注者双方の協働により高品質な成果品を作成するといった特徴がある。したがって、

適正な業務履行の確保と契約の目的を達成するためには発注者の適切な条件提示、業務指示及び受

発注者間の十分な協議が求められる。 

そのため、業務の履行に必要となる各種条件を提示したうえで調達手続を行っているが、それでもな

お、予見できない事態が発生し、履行内容の変更(契約変更)が避けられない場合が生じる。 

調査等業務の履行においては、「協議の遅れによる設計条件提示時期の変更」、「条件変更に伴う業

務内容の追加や変更」、「契約条件の変更による契約数量の変更」、「設計打合せ回数の増加」、及びこ

れらの条件変更による「履行期間の延長」等が必要となる場合がある。 

これらの変更に対する受発注者間の調査等請負契約書や共通仕様書に対する解釈の違いや打合せ

結果に対する認識のずれ、特記仕様書における条件明示の不足等により、変更契約の実施や変更の内

容、変更費用の計上について受発注者間で齟齬が発生する場合があり、設計図書に基づく適切な契約

変更を実施するうえで、契約条件等に対して受発注者間で共通の認識を持つことが重要である。 

2. ガイドライン策定の目的 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」第 3 条「基本理念」第 10 項に「公共工事の品質確保に

あたっては、公共工事の受注者のみならず下請負人及びこれらの者に使用される技術者、技能労働者

等がそれぞれ公共工事の品質確保において重要な役割を果たすことに鑑み、公共工事における請負

契約(下請契約を含む。)の当事者が各々の対等な立場における合意に基づいて公正な契約を適正な

額の請負代金で締結し、その請負代金をできる限り速やかに支払う等信義に従って、誠実にこれを履行

するとともに、公共工事に従事する者の賃金その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が改善さ

れるように配慮されなければならない。」と示されている。 

調査等業務においても、契約書頭書に「発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づ

いて、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って、誠実にこれを履行するものとする。」

と規定されており、契約を履行するうえでも同法の遵守が求められている。 

したがって、より良い社会資本の整備のために、発注者・受注者それぞれが、契約の目的、内容につ

いて十分理解したうえで合意し、契約を締結し、役割分担を適切に行ったうえで、契約の履行にあたらな

ければならない。 
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以上のことから、契約の履行及び変更並びに業務の円滑化を図るためには、発注者と受注者の双方

が、契約条件の内容、契約変更が可能なケース、手続の流れ、留意点等について十分理解しておく必要

がある。 

本ガイドラインは、これらについて受発注者間の共通認識とするために調査等請負契約書及び調査等

共通仕様書を補完し、価格と品質に優れた調達を実現し、円滑かつ公正適切な契約手続きに資すること

を目的として策定した。 

II. 契約変更の定義 

1. 契約変更とは 

契約変更とは、条件変更等(調査等請負契約書第 18 条(以下、条文のみを記載した場合は調査等請負

契約書の条文を指す))、設計図書の変更等(第 19 条)及び業務の中止(第 20 条)等に基づき、履行期間又

は請負代金を変更するために、契約の変更を行うことをいう。 

なお、調査等共通仕様書(以下、「共通仕様書」という)に契約変更を行う場合が明記されている。 
 

調査等共通仕様書 1-29-1 契約変更 〔抜粋〕 
 
発注者と受注者は、次の各号に掲げる場合において、調査等請負契約の変更を行うものとする。 

(1) 調査等内容の変更により著しく請負代金額に変更が生じる場合 
(2) 調査等完了に伴い精算を行う場合又は、契約書第 37 条に規定する部分引渡しを行う場合 
(3) 履行期間の変更を行う場合 
(4) 発注者と受注者が協議し、調査等施行上必要があると認める場合 

 

2. 契約変更の基本思想 

2.1. 契約の「更改」と「変更」i 

契約の変更には、「更改(こうかい)」と「変更」がある。 

 
更改 ・・・ 債務の要素(目的【給付の内容】、契約の当事者【債権者・債務者】)を変更し、既存の債

務を消滅させ、契約の同一性を有しない新たな債務を成立させること。 
  例)木材 20m3 の伐採を行わせるところ、それを変更して石材 50t の除去を行わせる。 

 
変更 ・・・ 債務の要素以外を変更し、契約の同一性を失わない範囲で既存の契約内容を変更する

こと。 
  例)木材 20m3 の伐採を行わせるところ、それを変更して木材 25m3 の伐採を行わせる。 

2.2. 契約変更の基本思想 

既存の契約の目的を大きく変更する必要が生じ、変更前後で契約の同一性が保たれない場合には、

契約の「更改」を行う必要がある。上の例では、木材の伐採と石材の除去とで給付の内容が変わっている。

目的、給付の内容が異なる場合、当初の契約が変質することを意味しており、給付の内容が変質して契

約の同一性がなくなれば、当初契約の枠内で扱う理由がなく、全く別の契約として新たに契約を締結す

                                                   
i 引用文献：東日本高速道路株式会社契約事務処理要領 
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べきである。 

契約の目的や契約当事者を変更せず、「更改」が必要な場合に該当しないときでも、数量、請負代金、

しゅん功期限やその他契約条項を著しく大きく変更する必要が生じた場合には、変更契約に拠ることが

できず、「更改」と同様に、既存の契約を解除し、新たに契約を締結する必要がある。契約内容を著しく

大きく変更する場合に変更契約によることができないのは、当初契約のすべての事項は入札の条件とな

ったもので、これを契約締結後に変更することは、当初契約時の競争を無意味化することになるからであ

る。 

例えば、当初木材 20m3 の伐採を目的とする業務として競争参加者を募ったにもかかわらず、契約後、

木材 100m3 の伐採を目的とする業務に変更しようとする事例の場合、当初から木材 100m3 の伐採を目

的とする業務として競争参加者を募っていれば、小規模(20m3)であれば競争参加を見送った業者も、

大規模(100m3)な業務であることに魅力を感じ、競争参加をした可能性がありうる。このような「潜在的な

競争参加者」を逃し、当社にとってより有利な条件で契約を締結する機会を逸したことは当社にとって不

利益となる。また、実際の契約内容とは異なる契約内容で競争参加者を募った当初の入札は不適切な

入札であるとして、社会的批判を招く危険がある。 

どういった変更が著しく大きな変更であるかについては事例ごとに判断する必要があり、一概に変更

金額比といった尺度で決まるものではないが、公共調達における通念上、当初契約を変更する場合に

は、当初の契約手続でもって選定した契約相手方を、そのまま変更契約の相手方とする正当性を維持

するため、変更契約の内容、規模等を当初契約との同一性を失わせない程度に制限する必要がある。 

3. 契約書類の用語の定義等 

3.1. 用語の定義 

調査等共通仕様書「1-2 用語の定義」において契約書類に使用する用語が定義されている。本ガイド

ラインにおいても、この定義に従って、用語を使用する。 

 
 
調査等共通仕様書「1-2 用語の定義」〔抜粋〕 
 
(1) 「契約書類」とは、契約書第 1 条に規定する契約書及び設計図書をいう。 
(2) 「仕様書」とは、共通仕様書及び特記仕様書(これらにおいて明記されている適用すべき諸基準

を含む。)、入札者に対する指示書、質問回答書及びこれらを補足する書類をいう。 
(3) 「特記仕様書」とは、共通仕様書を補足し、調査等の実施に関する明細又は特別な事項を定め

る書類をいう。 
 また、発注者がその都度提示した変更特記仕様書又は追加特記仕様書を含むものとする。 

(4) 「図面」とは、入札に際して発注者が交付した設計図及び発注者から変更又は追加された設計

図をいう。 
 

 

3.2. 調査等請負契約における契約書類の体系 

「調査等請負契約書第1条」及び「調査等共通仕様書1-2用語の定義」に規定する、調査等請負契約

における、発注者と受注者を拘束する契約書の体系は次のとおりである。 
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III. 発注時における留意事項 

調査等業務は、当初契約時に明確な条件明示、適切な業務数量を設定し発注すれば、工事と異なり大幅な

条件変更を伴う場合は少ない。 

工事では、施工の進捗により当初予見できなかった自然条件の変更、埋蔵文化財等の工事支障物の発生、

関連工事・関連事業との工程調整等、当初の条件を変更せざるを得ない場合が多く発生する。 

一方、調査等業務では、当初発注時に、設計図書に適切な条件明示と業務数量を設定することにより、一般

的には大幅な変更が発生することはない。このため、当初契約時に適切に契約条件を明示することが、適切な

契約の履行のために必要である。適切な条件明示は、履行工程や成果品の品質にも影響を与えるため、次の

点に留意する必要がある。 

1. 条件明示(特記仕様書作成上の留意点) 

1.1. 契約条件の適切な明示 

発注者が契約書類に示す契約条件は、発注者にとっては、積算の前提条件になり、求める成果品の

内容を規定するものであり、受注者にとっては、業務を履行する工程、体制等の判断基準になり、見積

額を算定する条件となるものである。 

したがって、契約後に、受発注者間に契約の履行内容に齟齬が生じたり、成果品の品質低下等が生

じたりすることがないよう、適切な条件明示が必要である。 

  

契約書類 

設計図書 

図面 

仕様書 調査等共通仕様書 

特記仕様書 

適用すべき諸基準（注） 

入札者に対する指示書 

調査等請負契約書 

質問回答書 

（注）共通仕様書または特記仕様書

において明記されているもの 

図 1 契約書類の体系 



 

8 
 

表 1 受発注者双方の視点から見た条件明示の必要性 
発注者 受注者 

 

1.2. 明示すべき条件の視点 

契約条件(履行条件)を明確にすることにより、仮に契約後に業務内容の追加・変更が生じた場合、又

は、履行期間の変更が必要となった場合において、受発注者のどちらの責により変更が発生したか責任

の所在が明確となり、適切な契約変更が行える。 

また、明示した履行条件は、 終的な成果品の内容と整合が取れていることが必要であり、契約条件

に変更が発生した場合には、契約変更を行い、設計図書で求める成果品と実際に納品される成果品が

異なることのないようにしなければならない。 

なお、業務履行中に発注者の指示のもと、各種検討の結果として成果を作成した場合は、各種検討

内容についても成果品に含めるとともに、 終的な成果品の費用だけでなく、検討に要した適正な費用

を支払わなければならない。 

1.3. 具体的に明示すべき条件 

特記仕様書において、具体的に明示すべき条件としては、次の項目があげられる。 

・ 具体的な履行内容(業務内容) 

・ 発注者からの貸与資料(貸与資料の内容、貸与予定時期等) 

・ 工程調整等が必要な隣接又は関連する調査等業務及び受注者名 

・ 部分引渡し及び部分使用の時期 

・ 関係機関との協議が必要な場合は、協議先、協議内容及び協議完了予定時期 

・ 設計条件、見積条件、施工上の制約条件 

業務の履行工程や

内容を検討するた

めの前提条件 

業務の実施体制を

検討するための前

提条件 

見積金額を算出す

るための条件 

成果品の適正な品

質を確保するため

の条件 

適切な契約制限価格を算出するた

めの条件 

入札参加者に求める技術要件を設

定するための条件 

求める成果品の内容を受注者に伝

達 
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1.4. 一般的事項(業務内容、履行条件等) 

(1) 具体的な履行内容(業務内容)の記載例 

(A) 道路設計の場合 
 

【特記仕様書記載例】 

○-○-○ 主な履行内容 ＜道路設計の場合＞ 

項目 数量 備考 
道路設計 ○○km ○○設計後の詳細設計 

地形区分： 平地部 ○○．○○km 
 山地部 ○○．○○km 
 急峻山地部 ○○．○○km 

詳細設計(注 1) 

連絡等施設設計 
詳細設計(注 1) 

○○km ○○設計後の詳細設計 
△△JCT or ▽▽IC or ○○SA or ○○PA(注 2)

付帯工設計 
溝渠工設計 ○基 
擁壁工設計 ○断面 逆 T 式擁壁 

付替・取付道路 ○箇所 
付替・取付水路 ○km 

詳細図作成 ○枚 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 
設計協議説明用図面作成 ○枚(注 3)  

  

注 1．設計種別、主な履行内容を記載する。 

注 2．連絡施設又は休憩施設の仮名称を記載する。 

注 3．河川、道路管理者等との協議用に提出する図面の作成が必要な場合(設計の完了に先立ち

行政協議に提出するもの)は、部分使用等の条件と併せて計上する。なお、この枚数は、図面

作成枚数であり、複写して提出する枚数ではない。 

※ 具体的な設計条件は、細部事項に記載すること。 

 

(B) 構造物設計の場合 
 
【特記仕様書記載例】 

○-○-○ 主な履行内容 ＜構造物設計の場合＞ 

名称 設計種別 工種・細目・名称(注 1) 数量 対象構造物名 
上部工 基本設計 PC3 径間連続箱げた橋 A ○連 ○○橋 A1~A2 
下部工 詳細設計 橋台設計 逆 T 式橋台 A ○基 ○○橋 A1 

 橋台設計 逆 T 式橋台 B ○基 ○○橋 A2 
 橋脚設計 柱式橋脚(張出無)A ○基 ○○橋 P2 
 橋脚設計 柱式橋脚(張出無)C ○基 ○○橋 P1 

基礎工 詳細設計 基礎工設計 場所打ちぐい(機
械掘削) 

○基 ○○橋 P1~P7 

 基礎工設計 場所打ちぐい(深
礎ぐい) 

○基 △△橋 A1、A2 

動的解析(非線形動的解析)(注 2) ○連 A1~A2
仮設構造物設計 土留工(深さ   m 未満) ○箇所 P4、P5、P6 

仮桟橋(幅員    m) ○断面 P1~P2 間 
その他設計 透視図作成 ○枚 

設計協議説明用図面作成 ○枚(注 3) 
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架設計画 1 式(注 4) 
付帯構造物設計 1 式(注 4) 

上部工設計、下部工設計における「工種・細目・名称」の末尾の記号は共通仕様書

5-7-6「類似構造物の取扱いによる設計区分」を表す。 

 
注 1．区分については、構造形式決定時に確認し、設計変更に反映する。 

(当初の区分に上部工の E 区分と下部工の D 区分は原則として用いない) 

注 2．動的解析は、特記事項の項に基本的な解析方法を記載する。 

注 3．河川、道路管理者等との協議用に提出する図面の作成が必要な場合(設計の完了に先立ち

行政協議に提出するもの)は、部分使用等の条件と併せて計上する。 

注 4．具体的な検討内容、設計内容は、細部事項に記載すること。 

※ 具体的な設計条件は、細部事項に記載すること。 

 

(2) 発注者からの貸与資料の記載例 

 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 資料の貸与 

共通仕様書 5－2－3「資料の貸与」に基づく貸与資料は、下表の調査等業務による成果品等である。ただ

し、履行期間中の調査等業務について、その成果等の貸与予定日は次のとおりとする。 

なお、貸与予定日までに成果品を貸与できない場合は、別途監督員と協議するものとする。 

貸与資料(注 1) 調査等業務名 貸与予定日(注 2) 備考 
地形図(1:1,000) 

実測縦断図 
実測横断図 
座標計算図 

○○地区路線測量 契約締結後貸与 電子成果品 

土質地質調査報告書 ○○地区第一次土質調査 契約締結後貸与 電子成果品、

STA000～000 
××地区第一次土質調査 電子成果品 
△△地区構造物基礎調査 

(調査予定業務) 
平成 00 年 00 月 00 日 

(土質柱状図の貸与) 
STA000～000 

(××橋基礎調査)
平成 00 年 00 月 00 日 

(土質柱状図の貸与) 
STA000～000 

(△△橋基礎調査)
平成 00 年 00 月 00 日 

(成果品) 
実測地形図 ○○地区詳細測量 

(調査中業務) 
平成 00 年 00 月 00 日 

(詳細平面図の貸与) 
STA000～000 

(××橋基礎調査)
平成 00 年 00 月 00 日 

(詳細平面図の貸与) 
STA000～000 

(△△橋基礎調査)
道路等概略設計成果品 ○○自動車道 ○○～○○

完成図 
契約締結後貸与 紙及び電子データ

(TIFF データ) 
橋梁高架等の一般図 ○○橋橋梁一般図 

(調査中業務) 
平成 00 年 00 月 00 日 

(設計成果品の貸与) 
××橋橋梁一般図 

(調査中業務) 
平成 00 年 00 月 00 日 

(構造一般図の貸与) 
  

注 1．設計種別に応じ、共通仕様書 5－2－3 貸与資料に記載の資料の成果品名を記載する。 

注 2．履行期間中の調査等の業務があり、契約後、速やかに成果品が貸与できない場合は貸与予

定日を記載する。 
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(3) 工程調整等が必要な隣接又は関連する調査等業務及び受注者名 

 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 受注者相互の協力 

共通仕様書 1－20「受注者相互の協力」に示す、隣接又は関連の調査等業務については、下表のと

おりである。なお、履行期間中に関連調査等業務が増加した場合は、監督員の指示によるものとする。 
 

調査等業務名(注 1) 履行期間 受注者 発注機関 備 考 
△△地区構造物基礎調査 平成 00 年 00 月 00 日～ 

平成 00 年 00 月 00 日 
××地質 当社 

○○地区詳細測量 平成 00 年 00 月 00 日～ 
平成 00 年 00 月 00 日 

○○測量 当社 

○○橋橋梁一般図 平成 00 年 00 月 00 日～ 
平成 00 年 00 月 00 日 

△△コンサルタント 当社 

××橋橋梁一般図 － 未定 当社 
  

注 1．調査範囲が重複する調査、貸与資料として貸与する予定の成果品を作成している業務名、受

注者を記載する 

(4) 部分引渡し、又は部分使用の時期 

 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 部分引渡しに関する事項 
契約書第 37 条の規定に基づく指定部分及びその引渡し時期は、下表のとおりとする。 

指定部分 引渡し時期 
○○橋の下部工設計(P○~P○) 平成 00 年 00 月 

STA○○○～○○○間の道路設計 平成 00 年 00 月 
  

注． 工事発注において、履行期間完了前に設計成果が必要な場合(設計図書とする場合)等に記

載する。(上段は構造物設計の例、下段は道路設計の例) 

 

 

【特記仕様書記載例】 

○－○ 部分使用 
共通仕様書 1－33 の規定に基づき部分使用する箇所及びその使用開始時期は下表のとおりとする。 

種別 内容 使用開始時期 使用理由 
○○橋下部工設計

(A1 橋台) 
構造一般図 平成 00 年 00 月 00 日 一般国道の道路管理者との交

差協議書に使用するため 

STA000 のボックス

カルバート設計 
構造一般図 平成 00 年 00 月 00 日 一般国道の道路管理者との交

差協議書に使用するため 

  

注． 別途実施する調査等業務や対外協議において当該設計成果が必要な場合等に記載する。

(上段は構造物設計の例、下段は道路設計の例)  



 

12 
 

i) 「部分引渡し」と「部分使用」の違い 

 

「部分引渡し」は、工事における一部しゅん功に相当し、部分引渡しを受ける部分(指定部分)

について完了検査の手続に従い検査を実施し、成果品の引渡しを受け、指定部分に相当する請

負代金額の支払が生じ、引渡しを受けた部分の成果品の所有権は発注者に移転(帰属)すること

になる。 

一方、「部分使用」は、部分使用検査を実施するが、請負代金の支払は発生しない。所有権に

ついても移転することはなく、受注者に帰属したままとなる。所有権が受注者に帰属したままとな

るので、部分使用を受けた部分について、発注者は善良な管理者の注意義務をもって使用する

ことになり、また、部分使用中の成果品の加工変更はできない。 

 

したがって、調査等業務の完了前に、工事発注等に成果品の一部を使用する場合には、部分

引渡しを受ける必要がある。部分使用により一部を使用する場合は、協議等により、調査等業務

を継続するための条件を確定する場合、又は先行する土質調査業務で知りえた土質定数を後発

の設計業務の設計条件に使用する等、用途を限定すべきである。 

いづれにしても、「部分引渡し(第 37 条)」及び「部分使用(第 33 条)」は、特例規定のため、協

議により契約の履行条件(設計条件等)を決定しながら業務を進める必要がある場合を除いては、

原則、「部分引渡し」、「部分使用」が発生しないよう、調査等業務、工事の発注工程を調整しなけ

ればならない。 

 

「部分引渡し」と「部分使用」の違いについてまとめると、次のとおりである。 

 

表 2 部分引渡しと部分使用の違い 

部分引渡し 部分使用 

契約書条文 第 37 条 第 33 条 

共通仕様書 1-31-6 一部完了検査 1-33 部分使用 

検査 一部完了検査 部分使用検査 

請負代金の支払 有 無 

成果品の所有権 発注者に移転 受注者に帰属 
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(5) 関係機関との協議が必要な場合は、協議先、協議内容及び協議完了予定時期 

 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 発注者又は監督員が行う協議 
発注者又は監督員が行う協議で本調査等業務に関連する主な施設及び管理者、必要な協議の有無並びに協

議の完了予定時期は、下表のとおりとする。 
なお、本項目に記載する協議は、受注者が共通仕様書 1-16 に従って、行う協議以外である。 
また、本業務の検討内容に応じて必要な協議の有無及び完了予定時期を変更する場合がある。 

 
(1) 道路関係【交差や近接するもの、設計において改良を予定するものを記載】 

位  置 路線名 管理者名 必要な協議 協議完了予定 
時期等 

STA000+00 
付近 

一般国道○○

号 
○○地方整備局 

○×河川国道事務所 
本調査等の部分使用成果に基づき

○○橋の交差協議を実施 
平成 00 年 00 月

～00 月 
STA000+00 

付近 
町道○○線 ○○町 交差付替え協議実施済 平成 00 年 00 月

実施済み 
STA000+00 

付近 
県道××線 ○○県 

○○土木事務所 
上空交差として計画協議を実施済 平成 00 年 00 月

実施済み 
STA000+00 

付近 
○○林道 ○○森林管理局 ××橋 A1 施工時近接のため、迂

回等計画時は協議必要 
－ 

 

(2) 鉄道関係【交差や近接するもの、設計において改良を予定するものを記載】 

位  置 路線名 管理者名 必要な協議 協議完了予定 
時期等 

STA000+00 
付近 

JR××線 
 

○○旅客鉄道 上空交差として計画協議を実施済 平成 00 年 00 月

実施済み 
 
(3) 河川・水路関係【交差・近接するもの(又は流末となるもの)を記載】 

位  置 河川・水路名 管理者名 必要な協議 協議完了予定 
時期等 

STA000+00 
付近 

一級河川 
○○川 

○○地方整備局 
○×河川国道事務所 

本調査等の部分使用成果に基づき

○○橋の交差協議を実施 
平成 00 年 00 月

～00 月 
STA000+00 

付近 
普通河川 
○○川 

○○市 流末協議 平成 00 年 00 月

～00 月 
 

(4) 電力、通信施設関係【交差するものを記載】 

位  置 路線名 管理者名 必要な協議 協議完了予定 
時期等 

STA000+00 
～

STA000+00 

－ 
(高圧線) 

○○電力㈱ 
 

施工時制約範囲確認 平成 00 年 00 月

～00 月 

STA000+00 
付近 

－ ○○電信電話㈱ 施工時制約範囲確認、移設等検討

協議 
平成 00 年 00 月

～00 月 
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(5) 上下水道関係【交差するものを記載】 

位  置 路線名 管理者名 必要な協議 協議完了予定 
時期等 

STA000+00 
付近 

○○○簡易水道 ○○市 
 

××橋 P2 施工時近接のため、

迂回等協議が必要 
平成00年00月～

00 月 
STA000+00 

付近 
○○線 ○○市 ○○橋桁下横断のため、施工計

画に応じて協議必要 
－ 

 
(6)交通管理者【必要に応じ内容とともに記載】 

(協議完了時期：法等に基づく協議(申請)実施時期(公文書)の送付目途を記載) 
 
※ 公文書協議までには、交差条件(交差道路の幅員や建築限界、交差河川の計画断面等)の確認を実施

するとともに、実施する調査等の検討内容に応じ交差構造(高速道路構造、根入れ)、施工条件(通行止

めや施工時期)の確認を管理者と行うこと。 
※ 調査等業務の進行に伴い新たな協議が生じた場合、特記の追加を行うこと。 
※ 協議の開始時期は、成果品(部分使用)や検討内容による協議を行う場合、その作業期間を考慮するとと

もに部分使用条項等による規定を行うこと。 
  

1.5. 細部に関する事項(設計条件等) 

(1) 設計条件の記載例(附帯工設計) 

(A) 溝渠工設計 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 附帯工設計 

○－○－○ 溝渠工設計  

溝渠工の設計種別は次のとおりとする。 

 
(1) ボックスカルバート 

設計位置 内空条件(m) 
断面 
形状 

設計 
断面数(注 1) 

斜角 
標準設計図集

の準用の有無 
交差条件 備考 

STA000+00 (0.0、0.0)×0.0 2 連 1 層 1 90 使用できない 普通河川○

○川、町道

概略一般図

作成後の詳

細設計 
STA000+00 0.0×0.0 1 連 1 層 3 80 使用できない 町道 詳細設計 
STA000+00 0.0×0.0 1 連 1 層 1 90 使用できる 付替水路 詳細設計 
STA000+00 0.0×0.0 1 連 1 層 1 90 準用できる 付替道路 詳細設計 

 
(2) アーチカルバート 

設計位置 内空条件(m) 設計断面数(注 1) 斜角 交差条件 備考 
STA000+00 (0.0、0.0)×0.0 1 90 普通河川○○川 概略一般図作成後の詳

細設計 
STA000+00 (0.0、0.0)×0.0 1 90 町道 詳細設計 

 
(3) パイプカルバート 

 
 

設計位置 内空条件(m) 設計断面数(注 1) 斜角 備考 
STA000+00 φ0.0 1 90
STA000+00 φ0.0 1 90
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注 1．カルバートの設計断面数は、設計要領第二集(カルバート編)及び積算基準により設定する。また、設計

計画段階で設計断面数に変更があった場合は、条件変更として扱い、契約変更を実施すること。 

※ 基礎の有無(ある場合は基礎形式)、耐震性能照査等、具体的な設計条件、設計内容は、細部事項に記

載すること。 

 

(B) 擁壁工設計 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○－○ 擁壁工設計 
擁壁工の設計種別は次のとおりとする。 

擁壁工の種別 設計位置 設計断面数(注 1) 備考 
重力式擁壁 STA000+00 1  

STA000+00 1  
逆 T 式擁壁 STA000+00 1 概略一般図作成後の詳細設計 

STA000+00 2  
補強土壁工 STA000+00(L) 1 設計区分 A 

STA000+00(R) 1 設計区分 A 
STA000+00(L) (R) 2 設計区分 A 及び B 

  

注 1．設計断面数に変更があった場合は、条件変更として扱い、契約変更を実施すること。 

※ 基礎の有無(ある場合は基礎形式)、耐震性能照査等、具体的な設計条件、設計内容は、細部事項に記

載すること。 

 

(C) 付替・取付道水路設計 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○－○ 付替・取付道水路設計 
付替・取付道水路の設計対象と設計区分は次のとおりとする。 

設計項目 延長区分 設計位置 幅員等(m) 備考 
付替・取付道路 

 
延長 50m まで STA000+00 6.0

STA000+00 8.0
延長 50～100m STA000+00 6.5

STA000+00 7.5
付替・取付水路 簡単なもの STA000+00(L) － 

STA000+00(R) 3.0
延長 100～200m STA000+00(R) 3.0

付替・取付道路 延長 200m 以上 STA000+00 4.5
付替・取付道路 

(水路併設) 
延長 200m 以上 STA000+00 6.5

(3.0) 
  
※ 必要な設計項目を延長区分に応じて記載する。 

※ 交差点設計を要する付替道路の場合は、別途計上すること。 
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(D) 詳細図作成 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○－○ 詳細図作成 
詳細図作成の設計対象と設計区分は次のとおりとする。 

設計区分 単位 数量 設計内容(注 1) 備考 
用排水工 

詳細図作成 
枚 1 断面 1m 以上の用排水工(無筋) 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 

1 有筋構造物の用排水工 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 
のり面工 

詳細図作成 
枚 

2 ふとんかご工 
作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 
2 断面 

1 コンクリートブロック積工 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 
1 現場打ち枠工 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 

  
注 1．設計内容には難易度区分が判定できる内容を明記すること 

 

(E) 協議用資料作成 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○－○ 協議用資料作成 
協議用資料作成の対象と内容は次のとおりとする。 

資料名称 単位 数量 設計内容 備考 
迂回路計画説明資料 枚 1 迂回路検討ステップ図 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 

付替道路交差部協議資料 枚 2 標準横断図 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 
2 断面 

1 交差部平面図 作成難易度(簡単 or 普通 or 複雑) 
  

※ 協議用資料作成は、既存の設計報告書、設計図面、資料等を使用して作成するものであり、設計計算

を伴わないものとする。 

※ 協議により追加資料の作成が必要となった場合には、条件変更として扱い、契約変更を実施すること。 

※ 交差点設計を要する付替道路の場合は、別途計上すること。 
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(2) 設計条件の記載例(橋梁基本・詳細設計の場合) 

(A) 上部工 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○－○ 上部工 
(1) 基本設計条件 

本業務における上部工の設計条件は次のとおりとする。 

内訳書の項目 
橋長 
(m) 

設計分類 斜角 
曲線桁

の対象 
将来の拡幅

考慮の有無
備考 

PC○径間連続箱桁橋 000 
計画設計後

の基本設計 
90 無 無 ○○橋 

PC○径間連続 2 主版桁橋 000 基本設計 80～90 有 無 ××橋 

 
(2) 類似構造物の取扱いによる設計区分 

共通仕様書 5－7－6 に規定する類似構造物の区分は次のとおりである。 

内訳書の項目 
類似構造物

の区分 
数量 対象構造物(注 1) 

PC3 径間連続箱桁橋(片持工法) A ○連 △△橋(上り線)A1~P3 
PC3 径間連続箱桁橋(片持工法) C ○連 △△橋(下り線)A1~P3 

PRC5 径間連続 2 主版桁橋 A ○連 ◇◇橋(上り線)P3~A2 
PRC5 径間連続 2 主版桁橋 C ○連 ◇◇橋(下り線)P3~A2 

  
注 1．類似構造物の区分に応じて、対象構造物を記載する。 

※ 設計内容について詳細な条件を記載する。橋梁一般図を添付する。 

(B) 下部工・基礎工 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○－○ 下部工・基礎工 
(1) 基本設計条件 
本業務における下部工・基礎工の設計条件、共通仕様書 5－7－6 に規定する類似構造物の区分は次のとおり

とする。 

内訳書の項目 数量 高さ 
類似構造物 

の区分 
対象構造物(注 1) 備 考 

逆 T 式橋台 1 基 00m A ○○橋 A1 
1 基 00m B ○○橋 A2 

逆 T 式橋台 1 基 00m A ××橋 A1 
1 基 00m B ××橋 A2 

柱式橋脚(張出無) 1 基 00m A ○○橋 P1 
1 基 00m B ○○橋 P3 
2 基 00～00m C ○○橋 P2、P4 

柱式橋脚(張出有) 1 基 00m A ××橋 P1 
1 基 00m B ××橋 P3 

場所打ぐい(機械掘削) ○基 － － ××橋 P1~P4 
場所打ぐい(深礎ぐい) ○基 － － ○○橋 A1、A2 

  

注 1．類似構造物の区分に応じて、対象構造物を記載する。 
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(C) 動的解析 
 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 動的解析 
耐震安全性を照査する目的で非線形を考慮した時刻歴方法で動的解析を行うものとし、モデル化

及び節点数については設計要領第二集による。 
また、支承条件は、○○(例 ： ゴム支承 or ラーメン構造)にて計算する。なお、検討の結果、支

承条件が変更となった場合は、別途監督員と協議する。 
 
※ 耐震設計を動的解析による場合は、条件を示す。 

 

(3) 設計条件の記載例(仮設構造物設計の場合) 

 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 仮設構造物設計 
仮設構造物とは橋台、橋脚施工時の締切工、土留工及び仮桟橋(上・下部工含む)の詳細設計を

行うものである。本業務における設計内容と位置は次のとおりとする。なお、検討の結果、設計内容等

が変更となる場合は、別途監督員と協議する。 
 
○－○－○ 締切工(注 1) 

(1)河川部 (二重締切工) 設計箇所数：○箇所 
 
○－○－○ 土留工(注 2) 

(1)一般部 (深さ 8m 以上) 設計箇所数：○箇所 
(2)一般部 (深さ 8m 未満) 設計箇所数：○箇所 

 
○－○－○ 仮桟橋(注 3) 

(1)河川部 (L=○m) 設計断面数：○断面 
(2)桟 台 (L=○m) 設計断面数：○断面 

 
注 1． 具体的な条件を記載する。 

注 2． 切梁式かアンカー土留式等土留め方式を明記する。具体的な条件を記載する。 

注 3． 設計荷重、幅員等、具体的な条件を記載する。使用目的を記載する。 

(4) 条件の記載例(協議用資料作成の場合) 

 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 協議用資料作成 

業務途中において、次の協議用資料を作成するものとする。 
なお、関係機関との協議により作業内容が変更となる場合は、別途監督員と協議する。 

協議用資料 関係機関 作業内容 
○協議用資料 ○○県△△部□□課 一般図 ○枚 
△協議用資料 ○○県△△部◎◎課 一般図 ○枚 

  
※ 協議用資料を作成する場合は記載する。 

※ 作業内容を詳細に記載する。なお、協議により追加資料の作成が必要となった場合には、

条件変更として扱い、契約変更を実施すること。 

※ 部分使用を伴う場合には、部分使用時期等についても記載すること。 

(本ガイドライン 「III 1.4(4)部分引渡し、又は部分使用の時期」 参照) 



 

19 
 

(5) 設計条件の記載例(耐震補強設計の場合) 

 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 耐震補強設計 

耐震補強設計とは、次に示す橋脚について、本特記仕様書「2－2 適用すべき技術基準等」に示す耐震基準

に対する照査又は耐震基準を満足する補強方法等による細部構造の設計等、施工に必要なすべての設計を

いう。ただし、仮設構造物等で特に図面を要する場合の設計業務は含まないものとする。 
 
○－○－○ 設計内容 

 
 
○－○－○ 設計区分 

耐震補強設計の設計区分は次のとおりとし、各橋脚の設計区分の内容は次のとおりとする。なお、検討の結

果、設計区分が変更となる場合は、別途監督員と協議することとする。 
また、耐震補強設計で行う非線形動的解析における解析に用いる入力地震波は、タイプⅠ、タイプⅡ、各 3

波形とし、橋軸方向及び橋軸直角方向の 2 方向について実施する。 
解析は、地震時保有水平体力レベルの地震における地震応答と等価となる等価剛性及び等価減衰乗数を

設定したモデルを作成し、非線形時刻歴応答解析手法を用いた電算プログラムを使用するものとする。 
 

設計区分 区  分  の  内  容 備 考

Ⅰ 既設橋脚が地震時保有水平耐力を有しているかの判定計算のみを行う。 

Ⅱ 
地震時保有水平耐力法による既設橋脚の耐震補強設計(設計計算、図面

作成、数量計算)を行う。 

Ⅲ 
地震時保有水平耐力法による設計(設計計算、図面作成、数量計算)を行

い、非線形動的解析による耐震照査を行う。 

Ⅳ 
非線形動的解析による既設橋脚の耐震補強設計(設計計算、図面作成、数

量計算)を行う。 
 
 
 

橋梁名 
上下 
区分 

橋脚

No 
高さ 
(m) 

支承 
条件 

橋脚形式 
設計 
区分 

類似

区分
備考 

○○橋 

上 

P1
P2 
P3 
P4 

9.5
14.4 
16.2 
20.0 

M
F 
F 
F 

ラーメン式橋脚(1 層 2 連) 
2 柱式橋脚 
2 柱式橋脚 
柱式橋脚 

Ⅳ 
Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 

A
A 
A 
A 

上下一体

下 

P1
P2 
P3 
P4 

9.0
12.9 
16.5 
17.8 

M
F 
F 
F 

ラーメン式橋脚(1 層 2 連) 
2 柱式橋脚 
2 柱式橋脚 
柱式橋脚 

Ⅳ 
Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 

D
C 
E 
C 

上下一体

××橋 

上 

P1
P2 
P3 
P4 
P5 

7.0
11.5 
12.0 
14.7 
11.7 

M+M
F 
F 
F 

M+M

柱式橋脚 
ラーメン式橋脚(1 層 1 連) 
ラーメン式橋脚(1 層 1 連) 

柱式橋脚 
柱式橋脚 

Ⅲ 
Ⅳ 
Ⅳ 
Ⅱ 
Ⅰ 

A
A 
B 
A 
A 

下 

P1
P2 
P3 
P4 
P5 

8.0
18.0 
19.3 
20.2 
11.2 

M+M
F 
F 
F 

M+M

柱式橋脚 
ラーメン式橋脚(2 層 1 連) 
ラーメン式橋脚(2 層 1 連) 
ラーメン式橋脚(2 層 1 連) 

柱式橋脚 

Ⅲ 
Ⅳ 
Ⅳ 
Ⅳ 
Ⅰ 

C
A 
D 
E 
E 
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○－○－○ 類似区分 

類似区分とは、当該設計において設計する構造種別が同一な場合に適用するものとし、内訳書に示す区分

とその作業内容の程度を示し、その区分は次のとおりとする。 
 

類似区分 作  業  の  内  容 備 考

A 設計区分に基づいて行う設計をいう。 

B 類似区分 A の設計内容の一部を準用し成果品を作成する設計をいう。 

C 
類似区分 A の設計内容の半分程度を準用し成果品を作成する設計をい

う。 

D 類似区分 A の設計内容の大部分を準用し成果品を作成する設計をいう。 

E 
類似区分 A の設計内容の図面の一部を修正し、数量計算を行い、成果品

を作成する設計をいう。 
  

 
 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 付属物撤去・設置図 

付属物撤去・設置図とは、耐震補強設計において補強断面及び構造等が決定した後、施工に際し不要又は

支障となる既設検査路、排水管、添架物等の撤去・再設置するための図面作成並びに数量算出を行う作業を

いう。なお、図面作成及び数量を算出する箇所は、次のとおりとする。 
対  象  橋  脚 検査路 排水装置 添架物 備 考 

○○橋 

P1(上) 
P4(上) 
P1(下) 
P4(下) 

○枚 
－ 

○枚 
－ 

○枚 
○枚 
○枚 
○枚 

○枚 
○枚 
○枚 
○枚 

 

××橋 

P1(上) 
P2(上) 
P3(上) 
P1(下) 
P2(下) 
P3(下) 

○枚 
－ 
－ 

○枚 
－ 

○枚 

－ 
○枚 
○枚 
－ 

○枚 
－ 

－ 
○枚 
○枚 
－ 

○枚 
－ 

 
  

 
 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 施工計画検討 

施工計画検討とは、現地踏査の結果を基に、次に示す橋脚の耐震補強工事に関する施工方法を検討するこ

とをいう。なお、施工計画を検討するうえで測量が必要となる場合は、別途監督員と協議する。関係機関との協

議等により検討の内容が変更となる場合の費用については、別途監督員と協議する。 
対  象  橋  脚 検討箇所数 備 考(注 1) 

○○橋 P1(上)、P3(上) 2 箇所 架設の設計計算・図面作成・数量計算含む 

××橋 
P1(上) 1 箇所 架設の設計計算・図面作成・数量計算含む 

P2(下)、P3(下) 2 箇所 架設の設計計算・図面作成・数量計算含む 
 

注 1．施工計画検討に含む内容を備考欄に詳細に記載する。 
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【特記仕様書記載例】 
○－○ 仮設構造物設計 

仮設構造物設計とは、現地踏査及び施工計画検討の結果より、橋脚の耐震補強工事に必要な次に示す仮

設構造物の設計を行うものをいう。なお、関係機関との協議等により設計の内容が変更となる場合の費用につ

いては、別途監督員と協議する。 
仮設構造物設計の種類 対象箇所 数量 備 考 

土留工 
(深さ 8m 未満) 

○○橋 
P1(上) 
P3(上) 

1 箇所 
1 箇所 

一重締切工 ××橋 P1(上) 1 箇所  

工事用道路 
○○橋 P2~P4(上) ○m 

 
××橋 P2~P4(上) ○m 

仮桟橋 
○○橋 P3~P5(下) ○断面 

 
××橋 P3~P5(下) ○断面 

 

 
 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 設計協議説明用図面作成 

共通仕様書 5－5－9(1)設計協議説明用図面作成の規定により、概略的な図面等を作成することをいう。 
 

種  別 関係機関名 図面作成枚数 備  考 

○○協議用資料 ○○市 ○枚 平面図 

○○説明用資料 ○○市 △枚 一般図 
 

※ 協議用資料を作成する場合は記載する。 

※ 作業内容を詳細に記載する。 

※ 必要に応じて、作成難易度(簡単・普通・複雑)を記載する。 

 

(6) 設計条件の記載例(路線測量の場合) 

 
【特記仕様書記載例】 

○－○ 路線測量 
○－○－○ 設計条件 
設計条件は、次のとおりとする。 
 (1)本線 
  1)道路規格    ：  第○種  第○級  AorB 
  2)設計速度    ：  V=○○km／h 
  3)車線数      ：  完成○車線、暫定○車線 
 (2)連絡施設(○○IC(仮称)) 
  ランプ規格  ：  ▽▽ 
 (3)休憩施設(○○PA(仮称)) 

  ランプ規格  ：  △△ 
 

※ 本業務で設計する道路、連絡等施設の設計条件を記載する。 
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【特記仕様書記載例】 
○－○－○ 中心線測量 

中心線測量の種別等は、次のとおりとする。 
区  間 上下線区分 測 量 内 容 備 考 

STA000+00～ 
STA000+00 

単一 中心線測量種別：第 1 種中心線測量 B 
単曲線換算曲線数：○ 
地域区分： 大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 
 側点間隔：○○m 

 
STA000+00～ 
STA000+00 

上 中心線測量種別：第 1 種中心線測量 B 
単曲線換算曲線数：○ 
地域区分： 大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 
 側点間隔：○○m 

 
STA000+00～ 
STA000+00 

下 中心線測量種別：第 1 種中心線測量 B 
単曲線換算曲線数：○ 
地域区分： 大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 
 側点間隔：○○m 

 
 

※ 必要な条件を記載する。 

 
 
【特記仕様書記載例】 
○－○－○ 縦断測量 

縦断測量の種別等は、次のとおりとする。 
区  間 上下線区分 測 量 内 容 備 考 

STA000+00～ 
STA000+00 

上 地域区分： 大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 

 

※ 必要な条件を記載する。 
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【特記仕様書記載例】 
○－○－○ 横断測量 

横断測量の種別等は、次のとおりとする。 
区  間 上下線区分 測 量 内 容 備 考 

STA000+00～ 
STA000+00 

単一 単曲線換算曲線数：○ 
測量幅：○○m 
側点間隔：○○m 
地域区分 ：大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 

STA000+00～ 
STA000+00 

上 単曲線換算曲線数：○ 
測量幅：○○m 
側点間隔：○○m 
地域区分： 大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 

STA000+00～ 
STA000+00 

下 単曲線換算曲線数：○ 
測量幅：○○m 
側点間隔：○○m 
地域区分： 大市街地(平地)○km 
 市街地(乙)(平地)○km 
 耕地(平地)○km 
 都市近郊(丘陵地)○km 

  
※ 必要な条件を記載する。 

 
 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 標識設置 
○－○－○ 種別 

共通仕様書 2-6-7「標識設置」の種別に、次を追加する。 
種別 内  容 材料等 備考 

標識設置 A 平地部に設置するもの 標柱(7.5cm×7.5cm×4m 杉:1 本) 
標識板(1m×18cm×2.4cm 杉:1 枚) 
根架(90cm×9cm 雑丸太 2 つ割：1 本) 

標識設置 B 山岳部に設置するもの 標柱(7.5cm×7.5cm×4m 杉:1 本) 
標柱丸太(3m×9cm:1 本) 
杭丸太(60cm×9cm:3 本) 
標識板(1.5m×27cm×2.4cm 杉:1 枚) 
根架(90cm×9cm 雑丸太 2 つ割：1 本) 

標柱のペイント塗りは赤白の 2 色を交互に 2 回塗りとする。また、地に埋設される部分には防腐剤を塗るもの

とする。 
 

○－○－○ 設置箇所 
標識の設置箇所等は、次のとおりとする。 

設置箇所 上下線区分 標識設置種別 交差道等の名称 備 考 
STA000+00 単一 A
STA000+00 下 B

  
※ 必要な条件を記載する。 
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(7) 調査条件の記載例(土質調査の場合) 

 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 調査ボーリング 
○－○－○ 実施調査計画(A) 

実施調査計画(A)は共通仕様書 3－4－2(1)によるものとするが、内容について監督員の承諾を受けるものと

する。 
 
○－○－○ ボーリング箇所 

調査位置図に示す箇所で調査ボーリングを行うことを基本とするが、地形地質踏査結果より調査実施位置を

精査しボーリング箇所の見直しが必要であると判断された場合は、別途監督員と協議する。 
 
○－○－○ 給水等 

調査ボーリングにおける掘削は有水ボーリングで行うため、給水(給水管及び給水ポンプ設置、車両給水等)
をしながら行うものとする。 
 
○－○－○ ボーリング孔の閉塞 

調査ボーリング終了後、次の箇所においてボーリング孔を粘土等で閉塞しなければならない。 
なお、地下水調査等で調査孔を継続利用する場合は、別途指示を行う。 

内訳書の項目 箇所 ボーリング番号 備  考 
調査孔閉塞 ○ B－○、○、○ 

 
○－○－○ 水田等での油対策 

水田地等での調査ボーリングに際し、ボーリング機械の油が拡散しないよう十分に養生を行わなければなら

ない。 
 
○－○－○ 小運搬 

共通仕様書 3－17(1)に示す現場内小運搬の種別及び数量は、次のとおりとする。 
内訳書の項目 種  別 箇所 ボーリング番号 備 考 

小運搬 
クローラ ○ B－○ 

 モノレール(100m 以下) ○ B－○ 
モノレール(100～500m) ○ B－○ 

 
○－○－○ 環境保全 

環境保全を行う箇所は、次のとおりとする。 
内訳書の項目 箇所 ボーリング番号 備  考 

環境保全 ○ B－○、○、○ 
 
○－○－○ 調査ボーリングの打ち止め位置 

調査ボーリングの打ち止め位置は、監督員と協議のうえ決定する。 
 
 

(8) 業務履行条件の記載例(発注用図面作成の場合) 

 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 土工数量計算 

土工数量計算の対象図面の加重平均修正率は、○○%とする。 
 
○－○ 構造物数量計算 

構造物数量計算の対象図面の加重平均修正率は、○○%とする。 
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○－○ 工事目的物別数量総括表 
工事目的物別数量総括表とは、土木設計数量算出要領に従って、道路資産分けによる数量算出方法に

より、コード、測点及び資産別細目等を記載した数量総括表を作成するものである。 
 
○－○ 工事目的物別代価表作成 

工事目的物別代価表作成とは、土木設計数量算出要領に従って、道路資産分けによる数量算出方法に

より、代価表を作成するものである。 

2. 積算上の留意点 

調査等業務の発注に際しては、適切な条件明示はもとより、実施する業務内容と成果を勘案のうえ、適

切な業務数量の設定と業務内容に応じた適正な積算が求められる。 

下記について十分留意したうえで、業務成果部物の品質確保ができる適正な発注金額を積算しなけれ

ばならない。 

2.1. 業務数量・履行条件の適切な設定 

発注者は、発注前に業務の履行範囲について現地踏査を行い、その結果に基づき、特記仕様書に

現地条件を明記するとともに、現地条件を適切に反映した積算を実施しなければならない。また、業務

数量の設定は、後の契約変更における増減額に大きな影響を与えることから、安易な数量計上とせずに、

過去の類似業務等を参考に適切に設定しなければならない。 

これらにより、業務履行条件の確定度の向上を図ったうえで発注手続を開始すべきであるが、契約後

に業務の進捗により業務の履行条件が確定する場合、又は、協議等により業務履行条件の変更があら

かじめ想定される場合には、その旨を特記仕様書に明記するとともに、変更となった場合には適切な契

約変更を実施しなければならない。 

2.2. 積算基準の適切な運用 

積算においては、積算基準(当社の積算要領、単価ファイル、物価資料等や国土交通省等の公共事

業発注機関の積算基準等)の適切な運用に努めることとし、歩掛の低減率や補正係数の適用について

は、業務内容と積算基準の適用条件を十分理解したうえで適切に判断しなければならない。 

歩掛の低減については、例えば構造物設計では、共通仕様書「5-7-6 類似構造物の取扱いによる設

計区分」に作業内容に応じた区分が示されており、積算では、その区分に応じた補正係数を用いて積算

することになっている。積算基準にはその区分に応じた補正係数を選択するためのフローチャートも記載

されているので、単純に構造形式が同一という理由だけで、類似構造物とすることがないよう、有効幅員、

設計長差比、スパン割比、斜角差、設計高比等を考慮のうえ、適切な区分を選択しなければならない。 

2.3. 積算基準が適用できない場合の見積りの活用 

積算基準によって発注金額を算出することが困難である場合には、入札手続の過程で入札参加者よ

り見積りの提出を求め、契約制限価格に反映させる方式を活用し適切な契約制限価格を設定する必要

がある。見積条件の設定にあたっては、現地条件や設計条件を十分把握したうえで設定するものとし、

適切な見積条件の設定に努めなければならない。 

入札手続き前に見積りを依頼する場合であっても、十分な条件明示と適切な見積期間を確保し、適正

な見積金額等の取得に努める必要がある。なお、見積先を選定する場合においては、過去の受注実績

等を勘案し、適切な見積先を選定しなければならない。 
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3. 履行期間の設定 

調査等業務の履行期間は、業務内容に応じて現地踏査、計画準備から業務細部、照査及び成果品作

成まで、高品質な成果品を取得するために適切な期間を設定する必要がある。 

3.1. 照査期間の確実な確保 

適切な照査期間の確保は、業務成果の品質確保を図るうえで重要な要素である。照査は、一般的に

業務受注後に実施する基本条件の照査、設計のステップごとに実施する設計細部条件の照査、 終成

果品の照査と業務ステップごとに実施される。したがって、当初契約の履行期間を設定する場合には、

照査に要する期間についても確実に確保しなければならない。 

条件変更等により、履行期間を延長しなければならない場合についても、同様に追加部分に対して照

査を実施することになるため、照査に要する期間を考慮のうえ、延長する期間を設定しなければならな

い。 

3.2. 協議期間を考慮した履行期間の設定 

調査等業務は、原則として、協議案件等をすべて解決し、業務発注を行うことが望ましい。しかし、多

種多様な協議が山積する現状では、一部業務と並行せざるを得ない部分、又は業務の成果を一部使用

して協議を行い、次の履行条件(設計条件)を決定する等の場合もある。 

特記仕様書に業務の着手可能時期を明示するものの、協議未了案件の解決時期の遅れ、関連業務

成果品の引渡時期の遅れにより明示した着手可能時期に遅れが発生する場合もある。このような条件変

更が発生した場合でも、供用工程への影響等の発注者側の都合により、通常延長すべき履行期間の延

長が行えず、結果として、受注者は、通常必要な作業期間が確保できず、短期間での業務集中を余儀

なくされるといった問題が生じる場合がある。また、工事発注のための成果の部分引渡しについても、契

約締結後に引渡し条件を追加する場合があり、受注者の業務実施計画・履行体制に変更が発生し、業

務負荷を与えている。 

発注者は、協議等の解決見込み時期の遅れを考慮し、当初発注時には、協議等の遅れを考慮した適

切な履行期間を設定するとともに、協議等の解決見込み時期の設定については過去の協議状況等を参

考にして適切な時期を設定しなければならない。 

また、協議の実施にあたっては、業務の契約条件として明示した期限を常に意識し、発注者として円

滑な協議に努めるとともに、調査等業務の実施においては協議の進捗に応じた適切な履行期間の確保

に努めなければならない。 

3.3. 業務内容確認検査を考慮した履行期間の設定 

当社では、完了検査に先立ち、業務内容確認検査を実施することになっている。業務内容確認検査

で成果品の内容を確認後、検査に合格すれば、受注者は成果品の製本、電子納品データの作成、電

子納品データの NEXCO 総研への送付を行うことになっている。この期間に概ね 1 か月程度かかること

から、これを考慮して履行期間を設定しなければならない。 

また、業務内容確認検査に要する費用については、打合せ回数として計上するため、積算基準にあ

る標準打合せ回数に 1 回分を追加した打合せ回数としなければならない。 

3.4. 技術的難易度の高い協議への受注者の同行 

調査等共通仕様書 1-17 地元関係者の協議等において、「地元関係者との協議は、原則として発注
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者が行うものとするが、監督員の指示がある場合は、受注者はこれに協力しなければならない。」と規定

している。 

業務の進捗に応じて、設計条件等を確定するために、特記仕様書に「発注者又は監督員が実施する

協議」に規定している関係官公署等との協議を発注者又は監督員が実施する場合において、調査及び

補償業務等における地元協議と同様に、受注者の協力が必要な場合は、監督員が同席を求めることが

できる。 

特に、難易度の高い設計条件等を解決するための協議において、間接的に協議内容を伝えるよりも、

協議内容を直接理解した方が業務の確実な進捗が見込まれる場合は、積極的に採用するものとする。 

この関係機関協議に受注者の同行を求めることが想定される場合には、これらを明示的に契約条件と

するために、特記仕様書に同行を求める場合がある旨を、記載しなければならない。 

あらかじめ協議に同席を求めることが想定される場合には、積算基準にある標準打合せ回数に加え、

協議に同行を求める回数を計上するものとする。 

契約後に、発注者が同席を追加指示した場合、又は発注者の都合により想定した協議回数が大幅に

変更となった場合には、条件変更に該当するため、例え打合せが一式で計上されていたとしても、これ

を変更し、必要な費用を支払わなければならない。 

 
 

【特記仕様書記載例】 
○－○ 関係官公署等との協議 

関係官公署等との協議は、原則として発注者が行うものとするが、監督員の指示がある場合

は、受注者はこれに協力しなければならない。受注者は、協議案件に熟知した者を参加させるも

のとし、協議内容を直接理解し、業務履行の確実な進捗に努めなければならない。なお、これに

要する費用は、別途協議するものとする。 
 

 
 

【特記仕様書記載例】 
○－○ 打合せ 

本業務における打合せの回数は、監督員が行う関係機関協議への同席、業務内容確認を

含め、○回とする。打合せの検測数量は、1 式とし、履行状況により打合せ回数が増減して

も、打合せ費用の変更は行わないものとする。 
ただし、業務内容に追加、変更が生じた場合には、打合せ回数の増減に伴う費用につい

て、別途監督員と協議する。 
 

IV. 入札時における留意事項 

1. 入札手続き中の設計図書の疑義の解決 

入札手続において、設計図書に対する質問が出された場合は、発注者は適切に対応しなければならな

い。提出された質問とその回答は「質問回答書」として、設計図書の一部となり、契約締結後に受発注者を

拘束する契約書類となる。(「II.3.2 調査等請負契約における契約書類の体系」参照) 

質問が多く出されることは、入札参加者が入札金額を算定するに際し、履行条件の明示が不足している

等設計図書に不備があることを示すものとして認識しなければならない。 

なお、特記仕様書標準例等を参考に、適正な条件明示に努める等設計図書の品質を高めることに注意

を払わなければならない。 
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入札参加者は、契約書、設計図書及び現場を熟覧のうえ、入札に臨まなければならない。この場合にお

いて設計図書について疑義があるときは、契約担当部署へ質問書を提出し、その回答を求めることができ

る。質問書の提出は、受注者にとって入札条件の確認機会であり、質問書への回答は、発注者にとって設

計図書の適正化を図る機会である。よって、質問書へ回答する場合には、不明確な条件明示や設計書と

図面の齟齬等は、訂正しなければならない。 

ただし、設定歩掛等で設計金額(契約制限価格)の算出に直接係る質問は、入札談合防止法iiに抵触す

る恐れがあるため、回答を控えるものとする。 

V. 業務履行時における留意事項 

1. 現地踏査に係る留意事項 

1.1. 発注前に発注者が行う現地踏査 

発注者は、発注前に調査・設計業務の履行範囲について現地踏査を行い、その結果に基づき、特記

仕様書に現地条件を明記するとともに、積算基準では、例えば平地・山地・急峻山地により、採用する歩

掛が異なるため、現地条件を適切に反映した積算を実施しなければならない。 

1.2. 契約後に受注者が行う現地踏査 

調査等業務の内容により、現地踏査(測量・設計の場合)、調査地点の確認(土質地質調査の場合)、

企画調査(環境関係調査の場合)と項目名称は異なるが、いずれも目的は、契約後に地形地物等の現地

状況を把握し、その後の調査・設計計画に反映させることを目的として実施するものである。 

その際に設計図書と現地条件が異なる場合には、受注者は直ちに発注者に通知し確認を請求しなけ

ればならず(契約書第 18 条第 1 項第 4 号)、受注者から確認の請求を受けた発注者は、受注者立会い

のもと調査を実施しなければならない(契約書第 18 条第 2 項)。 

1.3. 合同現地踏査 

契約上は、受注者が現地踏査を行い、受注者からの請求を受けた場合に、発注者は受注者立会いの

もと調査を実施することとなっている。しかし、契約条件の共有や円滑な業務進捗に寄与する目的から、

受注者の現地踏査には、発注者も立会うことが望ましく、現地状況等の把握のほか、業務の課題、契約

内容についての確認を行い、受発注者双方が、契約の目的を共有し、円滑な業務進捗と適正な契約の

履行に努めなければならない。 

2. 打合せに係る留意事項 

2.1. 調査等業務における打合せの意義 

本ガイドライン「I.1 策定の背景」にも記載したとおり、調査等業務は、基本的な業務の方針を発注者が

示し、受注者が技術力を駆使し、受発注者双方の協働により高品質な成果品を作成するといった特徴

がある。 

                                                   
ii 「入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律 第２条第５項第３号」 
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したがって、業務の打合せは、単に業務の進捗を受発注者が共有する場にとどまらず、業務内容が発

注者の意図しているものか、発注者の方針に従い受注者の業務が履行されているかを確認するとともに、

業務の進捗に伴い、次の業務ステップに対する発注者の方針を伝達し受発注者の協議により方針を決

定する場でもある。 

特に、業務契約後の 初の打合せにおいては、特記仕様書に記載されている業務の履行条件の確

認、受注者が作成する作業計画書の確認を行い、業務内容や工程に対する受発注者の認識を一致さ

せておく必要がある。 

2.1. 打合せに臨む受発注者の体制 

前項「V.2.1 調査等業務における打合せの意義」に記載したとおり、調査等業務では、打合せにより受

発注者が協議し業務の方針を決定し業務を進めていくことになる。したがって、打合せに臨む受発注者

の体制は、業務方針を決定できるメンバーにより臨む必要がある。 

特に、発注者の体制としては、業務の監督部署が事務所であっても、事務所のみでは方針が決定で

きない項目がある。その場合においては、あらかじめ支社と調整し方針を決定しておくか、打合せの場に、

支社担当課や支社の専門部署の同席を求めるなど、打合せ時に業務方針を決定できるメンバーで打合

せに臨まなければならない。事務所のみで決定した方針が、後に支社との打合せにより方針が変更とな

り、業務の手戻りが発生し業務の遅延になることがないようにしなければならない。 

このためにも、次回の打合せで決定する事項をあらかじめ、受発注者で明らかにしたうえで、打合せメ

ンバーを選定し、打合せに臨まなければならない。 

3. 工程管理に係る留意事項 

工程管理とは、契約書で定めた履行期間を遵守するために、受発注者が協力して実施する、工程の計

画と実施を管理することであり、発注者にとっては、設計図書で求めた品質・精度を有する成果を工期内に

完成するために行う、作業の進捗確認・適切な業務指示の実施であり、受注者にとっては、契約図書又は

発注者の指示に従い、求められた品質・精度の成果品を、生産性を上げ 小の費用で完成させるために

行うものである。 

適切な工程管理は、業務ステップごとの適切な履行期間を確保するために重要である。個々の業務ステ

ップの遅れは、次のステップの履行期間を圧迫し、検討期間や照査期間の不足を招き、成果品の品質低

下に繋がることになる。発注者は、このことを意識し、特記仕様書に記載した条件と業務契約後に受注者か

ら提出される計画工程表に基づき、関連する業務や関係機関との協議、資料の貸与時期、条件提示等の

時期を管理しなければならない。 

3.1. マイルストーン管理手法による工程管理 

受注者が作成し提出する計画工程表はマイルストーン管理手法による計画工程表とし、品質確保と履

行期間管理(適切な履行期間の確保)を目的に、監督員と管理技術者が中心となって十分協議し作成し

なければならない。また、当初作成時点(当初条件設定)と変更経緯(変更条件)を明確にするために、業

務の進捗に応じて更新し、設計打合せの都度、受発注者双方で確認するものとする。これにより、業務

の履行状況を監督員と受注者の双方で共有し、進捗状況及び懸案事項を確認しながら業務を実施す

る。 

なお、明示した履行条件の変更等に伴い契約履行期間内に業務が完了できなくなった場合は、変更

計画工程表の確認を行い、必要な履行期間の延長について協議を実施する。 
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図 2 マイルストーン管理手法を用いた計画工程表(例) 
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4. 業務履行時の確認事項 

4.1. 設計図書の点検について 

調査等請負契約書及び調査等共通仕様書において、受注者には、自らの負担による「設計図書の点

検」が義務付けられている。受注者は、契約書第 18 条第 1 項第 1～5 号の規定に従い設計図書の点検

を行わなければならない。 

なお、各条解説にも記載したとおり、受注者が実施すべき「設計図書の点検」の範囲とは、構造計算

書、安定計算書の再計算によるチェックを行う等の積極的な照査を受注者に義務付けるものではない。 

 
 
【調査等共通仕様書 1－5－2 設計図書の点検】 

受注者は、自らの負担により契約書第 18 条第 1 項第 1 号から第 5 号に係る設計図書の点検を行い、

該当する事項がある場合は、監督員にその事実が確認できる資料を書面により提出し、その指示を受けな

ければならない。 
 

 

4.2. 設計図書の点検の範囲 

契約書第 18 条第 1 項第 1～5 号及び調査等共通仕様書 1-5-2 に規定する発注者へ確認請求を求

めるため、受注者が実施する点検は次の視点に基づき実施するものとし、具体的な項目については巻

末資料に記載する。 
 

① 適用すべき諸基準と整合した業務内容となっているか 
② 設計図書と現地が整合しているか 
③ 既存業務の成果、適用すべき諸基準の取違いの不備はないか 
④ 既存業務の調査結果等が適切か、調査不足は生じていないか 
⑤ 業務条件確定のための関係機関協議は実施済みか、若しくは実施済み内容が明示されているか 

 
 

4.3. 設計図書の点検範囲を超えるもの 

受注者が実施すべき「設計図書の点検」の範囲を超えるものとしては、以下のものなどが考えられる。 

受注者が実施した点検の結果、さらに追加でこれらの照査が必要な場合、発注者がその費用を負担

するものする。 

なお、受注者は照査の範囲を超える事象と判断した場合、その対応について監督員と協議するものと

する。 
 

① 応力計算を伴う既存成果の照査 
② 関係機関協議結果と既存成果の照査 
③ 設計計算結果と図面(配筋詳細など)の整合性照査 
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4.4. 業務履行時の確認項目(設計図書の点検項目) 

設計図書に基づいた成果品を作成するために、業務の履行過程において、受発注者が確認すべき

具体的な点検項目、照査項目について、「X 巻末資料」に記載する。 

受注者は、これらの項目が、業務の履行条件(設計条件)として設計図書に明示されているか、業務受

注当初に設計図書を点検するとともに、業務履行時においては、これらの項目が、適切に成果品に反映

されているか確認を行いながら業務を実施することが必要である。 

発注者においては、業務実施上必要な条件として、設計図書に明示されているか、「III 発注時にお

ける留意事項」に記載する項目と併せて、設計図書を作成する段階(発注前)に確認するとともに、業務

の履行時においては、設計図書に基づく成果品が作成されているかを確認するために、これらの項目を

業務打合せ時に確認を行うことが必要である。 

4.5. 既存設計等の誤りに関する取扱い 

受注者は、設計図書の点検を実施した際に、発注者から貸与された既存の完了した業務(以下「既存

業務」)の成果品に誤り等があることが発見された場合は、契約書第 18 条の規定に従い、速やかにその

事実を発注者に報告しなければならない。 

発注者は、既存業務の受注者に対して成果品の欠陥及びその原因について調査を指示し、事実関

係の確認を行うものとする。その結果、誤りが既存業務の受注者の責にある場合は、発注者は、契約書

に基づく『瑕疵担保』請求を求めるものとし、速やかに修正させ、修正後の成果品を当該業務の受注者

へ提示する。 

なお、誤りの原因が発注者の責による場合は、その費用は発注者が負担するものとする。また、既存

業務、当該業務のどちらの受注者に修正させるかは、修正の内容及び効率的な業務の推進等を考慮の

うえ、適切に判断するものとするが、原則は、既存業務の受注者に対し、修正の契約を締結したうえで実

施させる必要がある。 

なお、責任の所在を明確にしないまま費用負担も行わずに、安易に当該業務の受注者に修正を行わ

せることは、厳に慎まなければならない。 

5. 調査等指示簿による適切な業務指示(書面主義) 

契約書第 2 条に規定されているとおり、業務の履行に伴い生ずる指示等については、必ず、調査等業

務指示簿により、書面で行わなければならない。 

そのため、業務の進捗に伴い生じた、業務内容の確認、変更及び追加等について、その都度、調査等

打合せ簿に記録し、変更追加となる業務の契約内容、費用及び工期等の契約上の取扱いを調査等業務

指示簿で明確にしておく必要がある。 

 
 
調査等請負契約書 第 2 条 
(指示等及び協議の書面主義) 
第 2 条 この契約書に定める指示、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除(以下「指示等」とい

う。)は、書面により行わなければならない。 
2 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注者は、前項に規定す

る指示等を口頭で行うことができる。この場合において、発注者及び受注者は、既に行った指示等を書面

に記載し、口頭で指示等を行った日から 7 日以内にこれを相手方に交付するものとする。 
3 発注者及び受注者は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容を書面

に記録するものとする。 
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調査等業務の履行においては、現地条件や協議条件等の変更及び設計基準の改定等に伴い、当初契

約内容の変更や追加が生ずる。この場合、発注者が「調査等指示簿」を発出し、業務の内容変更とともに、

請負金額変更協議対象の有無、履行期間変更協議対象の有無を指示することとなっている(調査等共通

仕様書 1-26「調査等の変更」)。 

調査等指示簿が適切に発出されずに業務の履行が行われた場合、変更に係る受発注者の認識のずれ

が、 終設計変更の費用計上における問題となる場合がある。例えば、比較検討を伴う設計成果について

は、検討に要する費用に対する受発注者間の認識のずれにより 終の設計成果に係る費用のみが計上さ

れ比較検討に要する費用が計上されない、比較検討により見直した形式によって当初の設計内容が変更

となり減額になる等がある。 

このようなことを未然に防止するために、受発注者間で打合せ等により合意した内容については、調査

等打合せ簿に適切に記載し受発注者間で書面にて確認するとともに、業務の変更内容を変更する場合に

ついては、発注者は、調査等指示簿により変更を指示しなければならない。また、調査等積算基準に定め

のない業務を追加する場合は、受注者は当該業務に係る概略業務量(人工数と期間)を記載し提出し、業

務量の面からも業務内容について受発注者間で確認し、共通認識としなければならない。 

なお、提出された概略業務量は、変更契約額・変更工期を拘束するものではなく、業務内容について業

務量の面からも受発注者間の共通認識を得るため、又は、見積審査の参考に活用する等、適正な契約変

更の実施のための参考資料として位置付けるものとする。 

 
 
【特記仕様書記載例】 
○－○ 調査等打合せ簿への概略業務量の提示 
(1)業務の進捗に伴い、業務内容の追加や変更に係る打合せが行われ、発注者から概略業務量の提出を求

められた場合、受注者は当該業務内容に応じた適正な概略業務量(技師 B 換算の人工数と期間)を「調査

等打合せ簿」へ記載し発注者へ提出するものとする。 
なお、提出を求める概略業務量は、調査等積算基準に定めのない業務とする。 

 
(2)提出された概略業務量は、変更契約額・変更履行期間を拘束するものではなく、見積審査の参考に活用

する等、適正な変更契約に向けた参考資料として位置付けるものとする。 
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VI. 契約変更 

1. 契約変更のフローと関係する条文 

調査等請負契約書の条文で、契約変更に関する規定は「条件変更等(第 18 条)」、「設計図書等の変更

(第 19 条)」及び「業務の中止(第 20 条)」がある。 

変更契約のフローは以下のとおりである。 

 

 
  

当初契約の締結 

履行条件等の変更 

条件変更等による変更 

（第 18 条） 

発注者による変更 

（第 19 条）

業務の中止 

（第 20 条）

調査等の変更指示 

〔調査等指示簿（様式第 1-3 号）による〕 

調査等の一時中止 

〔調査等指示簿（様式第 1-3 号）による〕 

履行期間の変更協議（第 24 条） 

増加費用の協議（第 25 条） 

変更契約の締結 

図 3 契約変更フローと関係する契約書の条文 



 

35 
 

2. 請負契約書における契約変更に係る条文の解説 

2.1. 指示等及び協議の書面主義(第 2 条) 

 
(指示等及び協議の書面主義) 

第2条  この契約書に定める指示、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除(以下

「指示等」という。)は、書面により行わなければならない。 
2  前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注

者は、前項に規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、発注者及び

受注者は、既に行った指示等を書面に記載し、口頭で指示等を行った日から7日以内に

これを相手方に交付するものとする。 
3  発注者及び受注者は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該

協議の内容を書面に記録するものとする。 
 

 

契約書第 2 条については、「V.5 調査等指示簿による適切な業務指示(書面主義)」を参照すること。 

2.2. 条件変更等(第 18 条) 

 
(条件変更等) 
第 18 条  受注者は、業務を行うにあたり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したとき

は、その旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。 
一 図面、仕様書が一致しないこと(これらの優先順位が定められている場合を除く。)。 
二 設計図書に誤謬または脱漏があること。 
三 設計図書の表示が明確でないこと。 
四 履行上の制約等設計図書に示された自然的または人為的な履行条件が実際と相違すること。

五 設計図書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態が生じた

こと。 
 

 

(第 18 条 第 1 項 第一号 解説iii) 

優先順位については、共通仕様書「1-4-2 共通仕様書、特記仕様書及び図面の優先順位」及び

「1-4-3 図面の実測値と表示された数字の優先順位」において以下のとおり規定されている。 

 

○共通仕様書、特記仕様書及び図面の優先順位 

「 特記仕様書＞図面＞共通仕様書 」 

※ 共通仕様書、特記仕様書又は図面との間に相違がある場合には、特記仕様書、図面、共通

仕様書の順に優先するものとする。 

 

○図面の実測値と表示された数字の優先順位 

「 図面に書かれた数字＞図面から読み取って得た値 」 

※ 図面に書かれた数字と図面から読み取って得た値との間に相違がある場合は、数字が優先

するものとする。 

 

 

                                                   
iii 参考文献：「公共工事標準請負契約約款の解説  大成出版社」 
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(第 18 条 第 1 項 第二号 解説 iii) 

｢設計図書に誤謬または脱漏があること｣とは、設計図書に誤りがあると思われる場合、又は、表示す

べきことが表示されていないと思われる場合を想定している。 

誤りがある設計図書に従って、又は受注者の判断で業務を進めた場合、形式上契約を履行したこと

にはなるが、発注者としては本来望んでいた業務成果を入手できなくなる。このため受注者は、信義

則上、これらを発注者に確認すべきとしたものである。 

しかしながら、これは構造計算書、安定計算書等のチェックを行う等の積極的な照査を受注者に義

務付けるという趣旨ではなく、設計図書の誤りを発見したにもかかわらず本条項による監督員への通

知を怠った場合を除き、そのことにより責めを負うことはなく、発注者は請負代金額の支払義務を免れ

ない。なお、具体的な点検項目等については「V.4 業務履行時の確認事項」を参照すること。 

 

(第 18 条 第 1 項 第三号 解説 iii) 

「設計図書の表示が明確でないこと」とは、表示が不十分、不正確、不明確で実際の業務の履行に

あたって判断がつかない場合等のことである。この場合において、受注者が勝手に判断して業務を続

けることは不適当なため第 3 号として掲げられている。 

 

(第 18 条 第 1 項 第四号 解説 iii) 

履行条件が設計図書と異なるときは、調査手法や設計条件等の変更が必要となる場合があるため

第四号として掲げられている。 

 

(第 18 条 第 1 項 第五号 解説 iii) 

設計図書に明示された履行条件が実際の状況と異なる場合については、第 4 号によって担保され

るが、当初は予期することができなかったために設計図書に履行条件として定められていない事後的

に生じた特別な状態が履行条件となる場合については、第 4 号は適用されない。 

しかしながら、この場合も、契約内容や調査手法や設計条件の変更が必要となる場合があるため、

受注者が当初の設計図書どおりに業務を履行することが困難又は不適当な場合であるので第 5 号が

設けられている。 

2.3. 設計図書等の変更(第 19 条) 

 
(設計図書等の変更) 

第19条 発注者は、前条第4項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書又は

業務に関する指示(以下本条及び第21条において「設計図書等」という。)の変更内容を

受注者に通知して、設計図書等を変更することができる。この場合において、発注者

は、必要があると認められるときは履行期間若しくは請負代金を変更し、又は受注者に

損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 
 

 

(第 19 条 解説 iii) 

発注者は、業務の目的、仕様等を十分検討した後に発注を行い、契約を締結すべきであるが、業

務の履行途中において、その意思・判断を変更せざるを得ない事態が生じることもある。その場合に

おいては、第 18 条の条件変更等による場合と異なり、発注者自らの意思で設計図書を変更しなけれ

ばならないことになる。 

設計図書の変更を認めないとの考え方もあるが、その場合、発注者にとって無用なものが業務の成
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果として作成されることになり、社会的に無駄となる。 

また、設計図書が変更されても、履行期間、請負代金額の変更が行われ、損害が発注者によって

負担される限り受注者が不利益を被ることはない。よって設計図書の変更を認めないことは、社会的・

経済的に不適当な結果を招くため、発注者が設計図書の変更を任意に行えることとしている。 

ただし、原設計を根本から変えるような変更が生じる場合には、別途契約を結ぶことが適当である。 

2.4. 業務の中止(第 20 条) 

 
(業務の中止) 

第20条 現場業務を行う場合において、第三者の所有する土地への立入りについて当該土地

の所有者等の承諾を得ることができないため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地す

べり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的若しくは人為的な事象(以下「天災等」と

いう。)であって、受注者の責めに帰することができないものにより作業現場の状態が著

しく変動したため、受注者が業務を行うことができないと認められるときは、発注者は、業

務の中止内容を直ちに受注者に通知して、業務の全部又は一部を一時中止させなけ

ればならない。 
 

 

(第 20 条第 1 項 解説 iii) 「発注者の中止指示義務」 

受注者の責によらずに業務の履行ができないと認められる場合には、発注者が業務の中止を受注

者に命じなければならないとの、発注者にとっての義務規定である。 

このような場合、いずれにしても、受注者は業務を中止せざるを得ないのであるが、工期又は請負

代金額の変更が適切に行われるように、業務の中止を発注者の義務としている。 

なお、人為的な事象とは埋蔵文化財の発掘調査、反対運動等の妨害活動も含まれる。 

また、「作業現場の状態が著しく変動」する場合とは、地形等の変動といった物理的な変動だけでな

く、妨害活動を行う者による作業現場の占拠や著しい威嚇行為といったものも含まれる。 

ただし、単に暴風等の受注者に帰責事由のない自然的又は人為的な事象が生じただけでは不十

分であり、現に業務が実施できないと認められる状態にまで達していることが必要である。「業務を行う

ことができないと認められるとき」とは、客観的に認められる場合を意味し、発注者又は受注者の主観

的判断によって決まるものではない。 

 
 

第20条 2 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、業務の中止内容を

受注者に通知して、業務の全部又は一部を一時中止させることができる。 
 

 

(第 20 条第 2 項 解説 iii)「発注者の中止権」 

本項では、発注者自らの判断で、任意に業務を中止できることを規定している。前項が発注者の中

止義務であるのに対して本項は中止権限である。 

例えば、第19条の規定により、発注者の都合により設計図書を変更しようとしている場合において、

業務を続行させると設計図書変更後に業務の手戻り(手戻りの費用は、発注者の負担)が大きくなると

発注者が判断した場合には、本項の規定により業務を中止させることができる。 

具体例としては、設計業務において、発注者の技術基準の改正や関連協議に伴い業務内容の見

直しが行われる場合、設計条件の提示が遅れる場合等が該当し、本項により発注者が必要があると認

めるときは一時中止を行わなければならない。 
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第20条 3 発注者は、前2項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認

められるときは履行期間若しくは請負代金を変更し、又は受注者が業務の続行に備え

業務の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたとき

は必要な費用を負担しなければならない。 
 

 

(第 20 条第 3 項 解説 iii) 

発注者は、業務の一時中止を指示した場合には、契約変更を行い、増加費用の支払、適正な工期

の確保を行わなければならない。 

増加費用には、作業現場の維持に要する費用(業務中止期間中の仮設物置場の借地料、作業現

場の保安に要する経費等)、調査機械器具等を保持するための費用(業務中止期間中も 低限必要

となる技術者の賃金、作業現場に備え置く必要のある調査機械器具の損料、リース料等の経費等)が

含まれる。 

また、損害には、業務中止前の作業現場の施行体制から業務中止中の維持体制に体制を縮小す

るために要する費用(不要となった調査機械器具、技術者の配置転換に要する費用等)、業務中止中

の体制から再開後の施行体制に体制を変更するために要する再開準備費用(調査機械器具の再投

入、技術者の転入に要する費用)が含まれる。 

しかしながら、増加費用か損害かの効果は、発注者による費用負担であり、全く差がないことから、

増加費用と損害を識別する意味はあまりないため、一時中止の増加費用として取り扱うこととする。 

また、一時中止の増加費用の算定方法については、契約書第 25 条第 3 項に規定があり、発注者

と受注者が協議して定めることとなっている。 

設計業務については、一時中止の増加費用の発生が生じ難い業務であり、発注者の適切な指示

に基づき、手戻りとなる不要な検討等業務ロス・費用ロスを生じさせないようにしなければならない。 

なお、一時中止を行った場合において、受注者からソフトや機器のレンタル料等について増加費用

負担の主張がなされた場合は、契約書に基づき適切に協議して定めるものとする。 

2.5. 受注者の請求による履行期間の延期(第 22 条) 

 
(受注者の請求による履行期間の延期) 

第22条  受注者は、その責めに帰さない事由により履行期間内に業務を完了することができな

いときは、その理由を明示した書面により発注者に履行期間の延長変更を請求すること

ができる。 
 
 

(第 22 条 解説 iii) 

本条文は、履行期間の無償延長に関する規定である。 

発注者は、必要があると認められるときは履行期間を延長するものとするが、履行期間の延長が受

発注者双方の責めに帰すべき事由でない場合は、請負代金額の変更は行わないものとする。(無償

延長) 

なお、業務の履行期間内完了が不可能となる場合は、上記のほかに以下の 2 つが想定される。 

① 履行期間の延長が発注者の責めに帰すべき事由の場合 

この場合、発注者は、請負代金額の変更を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要

な費用を負担するものとする。(有償延長) 
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② 受注者の責に帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場合 

この場合、発注者は、損害金の支払を受注者に請求することができる。(履行遅滞の場合に

おける損害金等：第 41 条) 

2.6. 発注者の請求による履行期間の短縮(第 23 条) 

 
(発注者の請求による履行期間の短縮等) 

第23条  発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間の短

縮変更を受注者に請求することができる。 
 

2  発注者は、この契約書の他の条項の規定により履行期間を延長すべき場合において、

特別の理由があるときは、延長する履行期間について、受注者に通常必要とされる履行

期間に満たない履行期間への変更を請求することができる。 
 

3  発注者は前2項の場合において、必要があると認められるときは、請負代金を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 
 

 

(第 23 条 解説 iii) 

本条文は、発注者は、履行期間を短縮することができ、あるいは、通常延長すべき履行期間を延長

しないことができることを規定している。 

受注者は、自己の業務履行能力上、短縮して業務を履行することができない場合を除き、請負代金

額の適正な変更が行われる限り、短縮請求(通常延長すべき履行期間を延長しないことを含む)に応じ

なければならない。  

なお、発注者が請求した日数の短縮を行えないときでも、業務履行能力上できる限り可能な日数の

協議に応じるものとする。 

2.7. 不可効力による損害(第 29 条) 

 
(不可効力による損害) 

第29条 現場業務を行う場合において、成果品の引渡し前に、天災等(設計図書で基準を定

めたものにあっては、当該基準を超えるものに限る。)で、発注者と受注者のいずれの責

めにも帰すことができないもの(以下この条において「不可抗力」という。)により、試験等

に供される現場業務の出来形部分(以下本条及び第46条において「現場業務の出来

形部分」という。)、仮設物又は作業現場に搬入済みの調査機械器具に損害が生じたと

きは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならな

い。 
 

 

(第 29 条第 1 項 解説 iii) 

「設計図書で基準を定めたもの」とは「調査等共通仕様書 1-28 不可抗力による損害」に規定する以

下の基準を指す。 
 
「調査等共通仕様書 1-28 不可抗力による損害」抜粋 

 
1－28－2 採択基準 

契約書第 29 条第 1 項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、調査等の実施場所又

は監督員が認めた観測地点において、次の各号に掲げるものをいう。 



 

40 
 

(1)降雨に起因する場合 
次のいずれかに該当する場合とする。 
・ 連続雨量(途中 24 時間以上中断することなく降った合計雨量をいう。)が 150mm 以上 
・ 24 時間雨量(任意の連続 24 時間における雨量をいう。)が 80 ㎜以上 
・ 1 時間雨量(任意の 60 分間における雨量をいう。)が 30 ㎜以上 

(2)強風に起因する場合 
・ 大風速(10 分間の平均風速で 大のもの。)が 15m/sec 以上あった場合 

(3)地震、津波、高潮及び豪雪に起因する場合 
・ 地震、津波、高潮及び豪雪により生じた災害にあっては、周囲の状況により判断し、相

当の範囲にわたって、他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 
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3. 契約変更に係る受発注者間のリスク分担(契約変更の対象になるケースとならないケース) 

下図のうち、発注者のリスクとされている項目について必要があると認められるときは、発注者は、変更契約を行い、履行期間若しくは請負代金を変更し、又は

受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

受注者のリスクとされている項目については、変更契約の対象とはならない。 

リスク要因 リスクの内容 関係条文 発注者のリスク 受注者のリスク 摘要 

自
然
条
件 

気象・地形・地質等 設計図書と実際の自然条件の相違 
第 18 条 
1 項 4 号 

○  
発注者への確認請求を怠った

場合の損害は受注者が負担 

暴風、豪雨、洪水、高

潮、地震、地すべり、

落盤 

自然的な事象による業務続行不可 
(業務の中止) 

第 20 条 ○   

降雨、強風、地震、津

波、高潮及び豪雪 
天災等の不可抗力による成果品の引渡し前

の損害 
第 29 条 ○  

設計図書に定める基準を超え

ないもの、及び善良な管理者の

注意義務を怠った場合は受注者

が負担 

人
為
的
条
件 

交差物件、埋設物、地

物等 

設計図書と実際の人為的条件(位置、深さ)等
の相違 

第 18 条 
1 項 4 号 

○  
発注者への確認請求を怠った

場合は受注者がリスク負担 

現場業務における作

業ヤード 

作業ヤードの確保未了、第 3 者の土地への

立入不可 
第 20 条 ○   

火災、騒乱、暴動 
人為的な事象による業務続行不可 
(業務の中止) 

第 20 条 ○   
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リスク要因 リスクの内容 関係条文 発注者のリスク 受注者のリスク 摘要 

人
為
的
条
件 

人為的ミス 
設計図書と業務の内容(業務の成果)が一致

しない(設計図書不適合) 
第 17 条  ○ 

ミスの原因が発注者の指示に

よる場合は発注者がリスク負担 

人為的ミス 図面の実測値と表示された数字の相違 
第 18 条 
1 項 1 号 

○  
発注者への確認請求を怠った

場合は受注者がリスク負担 

人為的ミス 
設計図書の誤謬(誤り)・脱漏(表示すべきこと

が表示されていない場合) 
第 18 条 
1 項 2 号 

○  
発注者への確認請求を怠った

場合は受注者がリスク負担 

人為的ミス 
設計図書が不明確(表示が不十分、不正確、

不明確で業務の履行条件が判断できない) 
第 18 条 
1 項 3 号 

○  
発注者への確認請求を怠った

場合は受注者がリスク負担 

人為的ミス 
貸与資料の不備 
(設計図書の点検による既往成果品に不備が

発見された場合) 

第 18 条 
1 項 1～5 号 

○  
発注者への確認請求を怠った

場合は受注者がリスク負担 
関係条文は不備の内容による

そ
の
他 

法律・基準等の改正 
設計条件等の変更が生じる場合 
(設計図書の変更) 

第 19 条 ○   

関係機関協議 
関係機関協議による履行条件の変更 
(設計図書の変更) 

第 19 条 ○   

関係機関協議 

関係機関協議のための追加資料の作成(当
初契約書に記載がない資料の追加作成、又

は、当初契約書の範囲を超える資料の追加作

成) 

第 19 条 ○  

あらかじめ契約書に協議用資

料の作成について内容・資料枚

数等の記載があり、その範囲内

であれば受注者のリスク負担 
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リスク要因 リスクの内容 関係条文 発注者のリスク 受注者のリスク 摘要 

関係機関協議 
関係機関協議の遅れに伴う、履行条件(設計

条件)提示時期の遅れ 
第 19 条 
第 20 条 

○  

発注者は、設計図書の変更を

行うとともに、必要に応じて業務

の一時中止を指示しなければな

らない。 

比較検討用資料 

形式検討等のための比較検討用の追加資料

作成(当初契約書に記載がない資料の追加作

成、又は、当初契約書の範囲を超える資料の

作成) 

第 19 条 ○  

あらかじめ契約書に比較検討

用資料の作成について内容・検

討数等の記載があり、その範囲

内であれば受注者のリスク負担 

不可抗力 
当初予期せぬ特別な状態が契約後に生じた

場合 
第 18 条 
1 項 5 号 

○   
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VII. 設計施工協同連絡会議(三者協議会)への協力について 

1. 設計施工協同連絡会議(三者協議会)の目的 

設計施工協同連絡会議(三者協議会)とは、工事の品質確保を推進するために、工事の「施工者」、

当該工事の設計を実施した「設計者」及び「発注者」が一堂に会して、工事の実施に先立ち、設計の

理念及び意図に係る理解を深め工事の品質をより向上させるため、及び施工途中において予期し

得ない現地状況の変更等に伴い設計変更を行う場合に適切な方針を得るために、協同して技術情

報の確認及び交換を行い、併せて一層の技術力向上に資することを目的とするものである。 

「設計者」は、三者会議への参加を依頼された場合には、協力を行うものとする。 

 

 

 

  

○ 問題点の共有化 

○ 改善点の掘起こし（コスト削減、新技術の活用、設計・施工ミスの防止） 

○ 現場条件変更時における設計変更の円滑化 

○ 構造上の留意点把握による工事事故防止 

三者協議会 

技術情報の確認・交換 

 

○ 現場条件、施工上の

課題等の把握 

○ 設計照査や仮設計

画時における設計

条件の確認 

○ 新たな技術提案、自

社開発技術の導入 

○ 構造上の留意点把

握による工事事故

防止や施工ミスの

防止 

 

○ 設計方針・思想、設

計条件の伝達 

○ 施工者による設計

図書等の精査結果

による疑問点等の

対応 

設計者 施工者

発注者
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2. 三者協議会を実施する工事 

三者協議会を実施する工事は、原則すべての工事を対象とする。 

3. 三者協議会の開催時期 

三者協議会は原則として工事着手前に実施するものとする。また、施工途中においても、受発注

者いずれかの発議により必要の都度実施することができる。 

4. 三者協議会の開催に伴う設計者の出席に要する費用の負担 

① 三者協議会の開催に伴う設計者の出席に要する費用は、発注者が負担するものとする。 

② 発注者は、三者協議会への設計者の出席依頼を行う場合において、併せて設計者の出席に要

する費用について見積書の提出を依頼するものとする。 

③ 発注者は、前項により提出される設計者の出席に要する費用についての見積りの内訳を確認し、

三者協議会開催ごとに設計者からの支払請求により、設計者の出席に要する費用を支払うもの

とする。 

④ 設計者の出席に要する費用の支払は、設計者からの請求から 30 日以内に行うものとする。 

5. 三者協議会の内容 

① 三者協議会の構成は、発注者、施工者及び設計者の三者で構成する。 

② 三者協議会の開催は、施工者及び設計者の申出を発注者が認めた場合を含めて発注者が決

定する。また、三者協議会の開催に係る調整及び事務は、発注者が行う。 

③ 予期し得ぬ現地状況の変更に伴い、原設計を変更する必要性を検討する場合において、設計

者がその変更に関する技術的所見を求められた場合は、設計者は知りうる条件の範囲に限っ

て、その所見について責任を負う。ただし、所見に基づく原設計の変更の実施判断は発注者が

行うこと。 

④ 三者協議会の開催に伴い、原設計の瑕疵が明らかになった場合は、原設計の請負契約条項に

より対処する。 

⑤ 設計を再考する必要等、新たな対応を要することが生じた場合は、別途、発注者、施工者及び

設計者の三者で協議して対処する。 

⑥ 原設計の変更が必要な場合には、発注者が設計者に変更(修正)設計業務を申し込む場合が

ある。その際には別途、発注者と設計者が契約を締結する。 

6. 調査等業務における三者協議会の取扱い 

調査等業務を発注する場合は、当該調査等業務が三者協議会の対象業務であり、当該調

査等業務の成果に基づく工事を施工する際に三者協議会を開催する場合がある旨を特記仕様

書に明示しておくものとする。  
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VIII. ケーススタディ 

本ガイドラインに記載した内容について、具体的なケーススタディとして解説する。類似の事例が発生

した場合の参考とされたい。 

1. 積算基準の適切な運用 

1.1. 積算基準が適用できない工種の積算方法(見積の活用) 

例題 
各種検討業務や新しい形式の橋梁設計のような既存の積算基準が適用できな

い工種の積算方法は？ 
 

対応策 
契約制限価格を決定するにあたり、当社の積算基準、物価資料等や国土交通

省等の公共事業発注機関等の積算基準類によって算出することが困難である場

合には競争参加者(入札者・選定者)に対し、該当する項目の見積りの提出を求

め、契約制限価格に反映する方式がある。 
検討内容や前提条件等、適切な見積条件を明示したうえで、競争参加者に見

積りの提出を求め、検討内容に応じた適正な費用を契約制限価格に反映させな

ければならない。 
また、業務実施前に、受注者が作成する作業計画書で発注者の意図する検討

内容と相違がないか、作業内容を受発注者間で確認しておく必要がある。 
 

1.2. 調整池設計の積算方法 

例題 
調整池設計は、規模や構造によりその設計項目、設計内容、設計難易度等が異

なる。積算基準にある詳細図作成は、調整池設計を対象としていないので、積算基

準にある詳細図作成により費用の算出はできない。 

このような場合の、規模や構造に応じた適切な費用の積算方法は？ 

 
対応策 

契約制限価格を決定するにあたり、当社の積算基準、物価資料等や国土交通省

等の公共事業発注機関等の積算基準類によって算出することが困難である場合に

は競争参加者(入札者・選定者)に対し、該当する項目の見積りの提出を求め、契約

制限価格に反映する方式がある。したがって、適切な見積条件を明示したうえで、競

争参加者の見積りを活用し、規模や構造に応じた適正な費用を計上しなければなら

ない。 
なお、詳細図作成とは、共通仕様書に次のとおり規定されており、規模や構造によ

って、設計内容等が大きく異なる調整池に調査等積算基準に詳細図作成を適用す

ることは適切ではない。 
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5-5-4 詳細図作成 
詳細図作成とは、のり面工、基礎地盤安定工、簡易舗装工等の簡易な工種

の施工図、用排水構造物、交通管理施設、落石防止さく、防雪工、遮音壁等の

工事実施に必要な詳細図作成及び数量算出をいう。ただし、｢用排水構造物標

準設計図集｣、｢交通安全･交通管理施設標準設計図集｣及び｢遮音壁標準設計

図集｣に含まれる構造物の詳細図は、特に必要のない限り作成しないものとす

る。 
(1) 詳細図作成は、必要に応じて簡易な応力計算を行うものとする。なお、

簡易な応力計算とは、手計算で簡単にできる計算をいう。 
(2) 詳細図作成の検測数量は、図面枚数(枚)とする。 
 

関連する 
条文等 

調査等共通仕様書 5-5-4 詳細図作成 
調査等積算基準 5-5-4 詳細図作成 

1.3. 復元設計費用 

例題 
供用中の橋梁の補修設計において、完成図が古く、かつ設計計算書も存在し

ないため、貸与資料として既存の設計資料を準備することができず、復元設計を

行う必要が発生した。 
この場合の積算方法は？ 
 

対応策 
復元設計を実施する必要がある場合は、設計計算及び図面作成が必要となる

ため、既設橋の復元設計として工種を設けて適切な費用を計上する必要がある。 
費用を計上するにあたっては、調査等積算基準を準用することはできないた

め、競争参加者(入札者・選定者)に対し、該当する項目の見積りの提出を求め、

適切な費用を計上しなければならない。 
なお、既存の設計成果については、NEXCO 総研においてマイクロフィルムの

形で一括管理しているため、発注部署にない場合は NEXCO 総研に確認する必

要がある。その場合、橋梁名等は供用後の名称と、建設時、設計時の名称が異な

る場合があるので、確認する場合は注意する必要がある。 
 

関連する 
条文等 

 

1.4. 打合せ費用の適切な計上 

例題 
積算基準には設計種別により標準の打合せ回数が計上されているが、複雑な

橋梁設計などは、標準打合せ回数に加え、支社等との打合せが必要となる場合が

ある。 
このような場合の積算方法は？ 
 

対応策 
積算基準の打合せ回数は標準であり、計上する打合せ回数については設計内

容により必要な回数を計上し積算を行う必要がある。 
調査等業務においては、共通仕様書 1-22 打合せにあるとおり、業務の履行に

あたっては、受発注者間で十分打合せを行う必要があり、発注者は必要な費用を

計上しなければならない。 
類似業務の実績から、標準打合せ回数に追加する支社等との打合せ回数が想

定できる場合には、あらかじめ、打合せ場所を支社とした費用を計上すべきであ
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る。 
なお、打合せの回数、場所は特記仕様書に明記するとともに、契約後に受注者

が作成し提出する、計画工程表で打合せ時期・回数を受発注者間で確認する必

要がある。 
 
1-22 打合せ 
受注者は、調査等を適正かつ円滑に実施するため、監督員と常に密接な

連絡をとり、必要な段階で、十分な打合せを行うものとし、その内容を調査等

打合簿(様式第 1－4 号)により監督員に提出するとともに相互に記載事項に

ついて確認しなければならない。 
  

関連する 
条文等 

契約書第 1 条 3 項 
調査等共通仕様書 1-22 打合せ 

2. 設計変更の適正な実施 

2.1. 道路設計における地形区分の変更 

例題 
道路詳細設計においては地形区分により補正を行うが、設計実施後にこれらの

地形区分の延長が変更となった場合の対処方法は？ 
 

対応策 
道路設計上の地形区分については、調査等積算基準に次のとおり規定されて

いる。 
 

調査等積算基準(公表版)5-2-2 地形区分 
 
(1)平地部 

平坦農耕地、丘陵地等の比較的起伏の少ないところをいい、切土

箇所では切土高さ 7m 以下の場合 
 

(2)山地部 
山地部の普通部を指し切土高さ 7m 以上の所があるような場合 
 

(3)急峻山地部 
山地部の急峻部を指し切土高さ 20m 以上の所があるような場合 

 
 
設計後にこれらの地形区分の延長が変更となった場合に対応するために、当初

契約時の、特記仕様書に地形区分ごとの延長を明記、又は、地形区分が判読可

能な平面図を参考図として添付するなど、当初に条件を明示することが必要であ

る。 
そのうえで、設計後にこれらの地形区分の延長が変更となった場合には、受発

注者協議のうえ、必要があると認められる場合には、条件変更として契約変更を行

わなければならない。 
 

関連する 
条文等 

契約書第 18 条(条件変更等) 
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2.2. 協議過程で発生した追加資料の作成費 

例題 
協議用図面作成において、協議過程で追加資料の作成が必要となった。 
この場合の対応方法は？ 
 

対応策 
開発申請用の図面や設計協議等に使用するための協議用図面については、必

要な図面枚数等を当初の契約条件として明示しなければならない。 
なお、協議の過程で、追加の図面、検討資料( 終的な成果とはならなかった比

較検討のための資料を含む)発生した場合には、受発注者協議のうえ、必要な場

合には条件変更として契約変更を実施し必要な費用を支払わなければならない。 
協議用資料作成については、このよう場合を想定し、一式計上とはせず、作成

する資料ごとに細目を設け、調査等費内訳明細書を作成する必要がある。 
 

関連する 
条文等 

契約書第 18 条(条件変更等) 

2.3. 構造物詳細設計における形式検討の追加 

例題 
橋梁の基本詳細設計として発注したが、形式検討が必要となった。 
この場合の変更方法は？ 
 

対応策 
構造物設計における基本設計、詳細設計は調査等共通仕様書 5-7-3 基本設計、

5-7-4 詳細設計に規定されているとおり、橋梁一般図作成又は計画設計において、

既に形式決定がされた構造物に対する設計を行うものである。 
したがって、発注者側の理由により基本設計・詳細設計の段階で、形式検討が必

要となった場合には、契約書第 19 条に規定する「設計図書等の変更」に該当し、

5-7-1 橋梁一般図設計又は 5-7-2 計画設計に基づく必要な費用を計上しなければな

らない。 
なお、受注者が当初発注の条件に従い、基本設計、詳細設計に既に着手してお

り、かつ、形式検討の結果により当初発注の形式と異なる場合には、着手した部分に

係る費用についても契約書第 19 条の規定に従い、必要があると認められる場合に

は、発注者は必要な費用を負担しなければならない。 
 

関連する 
条文等 

契約書第 19 条(設計図書等の変更) 
調査等共通仕様書 5-7 構造物設計 

2.4. 構造物設計における類似構造物の取扱い 

例題 
多径間連続橋の設計で、契約後に、地震時の分担力が異なるためすべての橋脚

で設計計算が必要となったが、橋脚高さが同一である場合の設計区分は？ 
 

対応策 
下部工設計における類似構造物の取扱いは、橋脚高さだけで決まるものではな

く、上部工の構造種別、基礎工形式、支承条件、支承の設計反力差等の条件により

判断する必要がある。 
調査等積算基準にはその区分に応じた補正係数を選択するためのフローチャート

も記載されているので、単純に構造形式が同一という理由だけで、類似構造物とする

ことがないよう、適切に判断しなければならない。 



 

50 

なお、設計区分によっては、設計計算を省略できる区分もあるため、契約仕様書

通りの設計成果品が完成したとしても、設計としては課題が残る場合もある。 
したがって、類似構造物の区分については、契約後に受発注者間で十分確認し、

当初発注時に発注者が想定した設計区分では必要な設計計算等が不足する場合

には、契約書第 19 条の規定に従い、契約変更を行わなければならない。 
 

関連する 
条文等 

調査等共通仕様書 5-7-6 類似構造物による設計区分 
調査等積算基準 5-7-4 補正係数 

2.5. 追加になった比較検討用資料の取扱い 

例題 
連絡等施設設計において、駐車場レイアウトの検討案を当初の契約に従い、3 案

作成したが、その比較案では決定できず追加比較案を作成する必要が発生した。 
このような場合の変更方法は？ 
 

対応策 
連絡等施設設計におけるサービスエリア等の施設、敷地、広場、園地等の規模及

び配置については、設計要領によるほか、監督員と十分に協議を行い設計するもの

とされている。(調査等共通仕様書 5-4-2(2)) 
発注者は、比較検討を実施する場合は、検討を実施するうえでの制約条件等を明

示したうえで、当初の契約条件として検討数を明示する必要がある。 
受注者においては、比較検討案の基本方針が決定した段階で発注者に確認をと

るなど、手戻りが発生しないよう十分受発注者間で打合せを行い、完成した比較検討

案については、受発注者間で確認したものでなければならない。 
それでもなお、完成した比較検討案では、レイアウトの決定ができない場合は追加

の検討を実施することになるが、この場合に発生した費用については追加費用とし

て、契約書第 19 条の規定に従い、契約変更を行わなければならない。 
 

関連する 
条文等 

契約書第 19 条(設計図書等の変更) 
調査等共通仕様書 5-4-2 連絡等施設設計 概略設計(2)設計計画 

2.6. 打合せ等による業務中の条件変更に係る追加費用の取扱い 

例題 
打合せや地元協議、関係機関協議による条件変更により、途中まで実施した設

計に修正が必要となった。 
この場合の対応方法は？ 
 

対応策 
想定される事例として以下のような場合が考えられるが 

・ 支社等の指導による計画変更(橋梁形式決定の手法、荷重条件、舗装

構成等) 
・ 隣接工区の計画変更に伴う橋脚位置の変更 
・ 地元協議による工事用道路線形の変更 

このようなことがないよう、発注前に設計条件等の契約条件を確定しておく必要

があるが、やむを得ず契約後に変更となる場合は契約書第 19 条(設計図書等の

変更)により契約変更を実施する必要がある。 
この場合、新たに発生する費用については計上することはもちろん、既に途中ま

で着手した部分がある場合は、着手した部分に係る費用について契約書第 19 条

の規定に従い、必要があると認められる場合には、発注者は必要な費用を負担し

なければならない。 
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関連する 
条文等 

契約書第 19 条(設計図書等の変更) 
調査等共通仕様書 5-4-2 連絡等施設設計 概略設計(2)設計計画 

2.7. 部分使用後の成果品の修正の取扱い 

例題 
成果品の引渡し前に部分使用により使用した成果品について、修正が必要とな

った。 
この場合の費用は誰が負担するか？ 
 

対応策 
部分使用を行うためには、部分使用検査を実施し、成果品が契約図書に適合し

ていることを確認し、受注者の同意を得た後に使用することになる。 
したがって、部分使用後に新たに修正が必要となる場合とは、何らかの条件変

更や設計図書を変更する必要性が発注者側に発生したために
．．．．．．．．．．．．

修正を行うため、

発注者は、契約書第 18 条又は第 19 条に従い契約変更を行い、必要があると認

められる場合には、履行期間若しくは請負代金額を変更し、必要な費用を支払わ

なければならない。 
ただし、その修正が、計算ミスや転記ミス等の受注者の帰責事由による場合は、

受注者の負担により修正することになる。 
部分使用とは、契約書第 33 条の規定に従い、成果品の引渡し前に、成果品の

所有権の移転や請負代金の支払を伴わずに、発注者が受注者の成果品の一部

を使用することができることを規定したものである。 
本来、発注者が成果品を使用するためには、契約書第 31 条(検査及び引渡し)

又は、第 37 条(部分引渡し)の規定に従い、業務(指定部分に係る業務)の完了を

確認し(完了検査)、合格した後、受注者から成果品(指定部分の成果品)の引渡し

を受け(所有権移転)、使用することができるが、第 33 条の規定は、引渡し前に使

用できることを規定している。 
 
第 33 条、第 37 条と第 33 条の違いは、成果品の所有権と請負代金の支払に違

いがあり、整理すると以下のとおりとなる。 

 
第 33 条 
部分使用 

第 31 条(引渡し) 
第 37 条(部分引渡し) 

成果品の所有者 受注者 発注者 

請負代金の支払 伴わない 伴う 

検査 部分使用検査 完了検査(一部完了検査)

 
なお、部分使用中の成果品については、発注者は善良な管理者の注意義務を

もって使用することになり、また、部分使用中の成果品の加工変更はできない。 
 

関連する 
条文等 

契約書第 33 条(引渡し前における成果品の使用) 
契約書第 19 条(設計図書等の変更) 
調査等共通仕様書 1-33 部分使用 

2.8. 一式で計上されている打合せ費用の変更について 

例題 
当初契約時に特記仕様書に記載した打合せ回数に加え、支社との打合せが

追加になった。 
このような場合の変更方法は？ 
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対応策 
一式で計上されているものについては変更できないとの誤認が見受けられる

が、これは、当初契約時の条件に変更がなかった場合に適用される。 
調査等積算基準 1-7 にもあるとおり、発注者の責(追加の指示や業務内容の

変更、支社等との打合せの追加)で追加の打合せが発生した場合には、受発注

者協議のうえ、必要な場合には条件変更として契約変更を行わなければならな

い。 
 

 

調査等積算基準(公表版) 1-7 設計変更の事務手続 1-7-1 
(4) 交通費・日当・宿泊費等における一式で計上される固定的と考えら

れるものについては、設計図書に明記されている場合を除き変更の対象とは

ならない。ただし、追加される新規工種又は測量、土質地質調査で数量の増

減等により比例する宿泊費及び日当についてはこの限りではない。 
 

関連する 
条文等 

契約書第 18 条(条件変更等) 
調査等積算基準(公表版)1-7 設計変更の事務手続 1-7-1(4) 

 

IX. おわりに 

本ガイドラインでは、当初契約、契約変更を中心に、関連する調査等請負契約書の条文、調査等共通

仕様書の条文について記載した。業務を適切に履行するためには、契約条件の理解は必須であるため、

本ガイドラインに記載した条文以外についても理解が必要である。また、適用すべき諸基準として契約の

履行条件となりうる設計要領、施工管理要領等の技術基準類についても理解が必要である。 

なお、請負契約書の各条文については、工事の請負契約書を解説した「公共工事標準請負契約約款

の解説(大成出版社)」等を参考に、条文に対する理解を深め、適切な契約の履行に努めなければならな

い。 

 

 

 

○契約関係図書(契約書、共通仕様書、技術基準類)のダウンロード先 

http://www.e-nexco.co.jp/bids/info/doc_download/ 
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X. 巻末資料 

1. 業務履行時の確認項目(設計図書の点検項目) 

本ガイドラインの｢V.4.4 業務履行時の確認項目(設計図書の点検項目)｣において、受注者が実施

する設計図書の点検項目について、具体的項目を以下に示す。 

本項目には、設計図書の点検項目と設計上の照査項目が含まれており、受注者は業務の着手に

あたり本項目を参考に、必要に応じて項目を追加し、業務に必要な点検項目・照査項目を決定し、

当初打合せ時に点検結果を報告しなければならない。 

1.1. 道路概略設計 

(1) 共通事項 

項    目 主な確認項目 

(1)設計条件等 

① 道路規格 
② 設計速度 
③ 計画交通量 
④ 横断構成 
⑤ 気象条件及び環境条件 
⑥ 適用すべき諸基準 
⑦ 指示事項の整理と指示書の内容の確認 
⑧ 関連する他設計との整合性 

 

(2)幾何構造、線形

条件 

① 平面、縦断の設計値の適正性 
② 幾何構造の使用値の適正性 
③ 横断構成の適正性(標準幅員、積雪寒冷地路肩幅員) 

 

(3)現地踏査 

① 地形、地質、土地利用等現地状況の把握 
② 鉄道・道路・河川、送電線等の交差状況と橋梁・トンネルの位置等を

確認・把握 
③ 沿道の環境状況(日照、騒音、振動等)の把握 

 

(4)平面図作成 

① 平面線形要素の主要点の表示の適正性 
② 平面・縦断・横断との組合せによる設計成果の図面への表示の適正

性 
③ 橋梁、トンネル等の名称・延長及び土工部との取り合いの整合性 
④ 暫定 2 車線施工の施工車線表示の適正性 
⑤ 付加車線、追越区間及び連絡等施設区間における 4 車線から 2 車

線への平面位置並びにすり付けの位置等の確認及びその表示の適

正性 
⑥ 積雪寒冷地における管理施設等の配置の表示の適正性 
⑦ のり勾配及び形状の平面展開が完成形か暫定形かを確認するととも

に、その表示の適正性を確認 
 

(5)縦断図作成 

① 地盤高は航測地形図からの展開表示の適正性 
② 計画高の表示の適正性 
③ 横断勾配の変化位置と数値の表示の適正性 
④ 橋梁・トンネル等の主要構造物の表示と旗上げの適正性 
⑤ 線形要素の記入・表示の適正性 
⑥ 急片勾配及び片勾配のすり付け並びに表示方法の適正性 
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項    目 主な確認項目 

(6)標準横断図作成

① 作成する横断位置の選定の適正性 
② 断面構成及び数値の表示の適正性 

 

(7)横断図作成 

① 横断構成要素とその値の適正性 
② 特殊部の位置及び横断構成要素とその数値の適正性 
③ 地盤線は航測地形図よりの展開表示の適正性 
④ 暫定施工における施工車線部の表示とのり勾配及びのり面形状の表

示の適正性 
⑤ 土工部、橋梁部、トンネル部との取り合いが取れているかを確認 
⑥ 片勾配のすり付け及び合成勾配の表示の適正性 
⑦ 切土部の保護路肩の表示の適正性 
 

当
該
設
計
を
含
む
場
合
に
実
施 

(8)用排水設計

① 降雨確率年及び確率強度の選択の適正性 
② 降雨強度の選択の適正性 
③ 流出係数の決め方と流量計算の適正性 
④ 流末となる水路等の流域選択の適正性 
⑤ 流末水路の断面等の適正性 
⑥ 用水計画の適正性 
⑦ 計画する水路断面の適正性 
⑧ 図面の旗上げ表示の適正性 

 

(9)橋梁－般図

作成等 

① 上・下部工の形式選定の適正性 
② 上・下部工の形式・延長の表示の適正性 
③ 交差鉄道・道路・河川、高圧送電線等の交差条件の確保状況 

 

(10)付替・取付

道水道 

① 航測平面図より読み取る地盤高の適正性 
② 概算建設費を算出するために必要な附帯工等(擁壁、水路、側溝等)

の平面図上の表示の適正性 
 

(11)1/5,000 平

面図作成 

① 1/1,000 平面図からの展開による作成の場合は特記仕様書の記載ど

おりに表示されているかを確認 
 

(2) 道路概略設計(A) 

項   目 主な確認項目 

(1)設計計画 

① 予備設計及び都計外路線(ｱｾｽﾒﾝﾄ調査までの路線)の平面線形要

素の適正性 
② 平面線形のコントロールポイントの適正性 
③ 縦断線形のコントロールポイントとなる交差構造物のクリアランスの確

保状況（暫定 2 車線施工時においても確保されているかを併せて確

認） 
 

(2)平面・縦断設計 

① 平面線形において緩和曲線の省略の適正性 
② 平面線形と縦断線形との組合せ条件の適正性 
③ 付加車線区間及び連絡等施設区間における 4 車線から 2 車線へ

のすり付け区間の平面・縦断計画の適正性 
④ 他区間(既供用区間又は延伸計画区間)との整合性の適正性 
⑤ 平面・縦断線形における切盛土量のバランスの考慮状況 
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(3) 道路概略設計(B) 

項   目 主な確認項目 

(1)設計計画 

① 都計平面線形と縦断線形との組合せ条件を確認するとともに線形の

適正性を確認 
② コントロールポイントとなる交差構造物のクリアランスの確保状況（暫定

2 車線施工時においても確保されているかを併せて確認） 
 

(2)縦断設計 

① 付加車線区間及び連絡等施設区間における 4 車線から 2 車線への

すり付け区間の縦断計画の適正性 
② 他区間(既供用区間又は延伸計画区間)との整合性の適正性 
③ 縦断線形における切盛土量のバランスの考慮状況 

 

(4) 道路概略設計(C) 

項   目 主な確認項目 

(1)設計計画 

① 都計道路中心線平面線形の縮尺転換の問題点の有無の確認と問題

点の対応を確認 
② 都計平面線形と縦断線形との組合せ条件を確認するとともに線形の

適正性を確認 
③ コントロールポイントとなる交差構造物のクリアランスの確保状況（暫定

2 車線施工時においても確保されているかを併せて確認） 
 

(2)縦断設計 

① 付加車線区間及び連絡等施設区間における 4 車線から 2 車線への

すり付け区間の縦断計画の適正性 
② 他区間(既供用区間又は延伸計画区間)との整合性の適正性 
③ 縦断線形における切盛土量のバランスの考慮状況 
 

(5) 連絡等施設概略設計 

項   目 主な確認項目 

(1)設計計画 

① 都計ランプ中心線平面線形の縮尺転換は、地形図作成の経時変化

及び縮尺による精度誤差がある。縮尺転換問題点の有無の確認と問

題点の対応を確認 
② 道路中心線の平面・縦断線形要素とランプ中心線の線形要素の組合

せの問題点の有無の確認と問題点の対応を確認 
 

(2)平面縦断設計 

① 始終点及びノーズ点における離れの取り方等の適正性(離れの取り

方、引出し高及び引出し勾配の決め方を確認) 
② 小ノーズ間距離の確保状況の確認 
③ SA・PA のランプの 小延長(L=60m)の確保状況の確認 
④ B 区間の平面・縦断線形要素との取り合わせ状況の適正性 

 

(3)平面図作成 

① 変速車線部の路肩 小幅員のすり付け率の適正性 
② ループ及び本線合流部の視距の確保状況の確認 
③ 平面 Y 型 IC の交差部における交差視距の確保料金所の車線数の適

正性 
④ 休憩施設の駐車容量の適正性 
⑤ B 区間との平面取り合わせ状況の適正性 

 

(4)縦断図作成 
① B 区間との縦断取り合わせ状況の適正性 
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項   目 主な確認項目 

(5)横断図作成 

① 変速車線部の路肩幅員の適正性 
② 切土部ランプの堆雪余裕幅の確保状況 
③ B 区間との横断構成の取り合わせ状況の適正性 

 

1.2. 協議用図面作成 

項  目 主な確認項目 

(1)設計条件 

① 道路規格 
② 設計速度 
③ 横断構成 
④ 適用すべき諸基準 
⑤ 指示事項の整理と指示書の内容の確認 
⑥ 関連する他設計との整合性 

 

(2)幾何構造、線形条

件 

① 平面、縦断の設計値の適正性 
② 幾何構造の使用値の適正性 
③ 横断構成の適正性 

 

(3)現地踏査 
① 地形、地質、用排水、土地利用等の現地状況 
② 交通状況、道路状況、河川状況 

 

(4)平面図作成 

① 縦断線形との組合せ条件 
② 橋梁、トンネル等の位置及び延長の関連する他設計との整合性 
③ 視距の確保による拡幅の適正性 
④ のり面勾配及び形状 
⑤ 交差する主要道路及び河川等の名称表示の適正性 

 

(5)縦断設計 

① 平面線形との組合せ条件 
② コントロールポイントとなる交差構造物のクリアランスの確保状況 
③ 切盛土量のバランスの考慮状況 

 

(6)縦断図作成 

① 橋梁等の構造物等の作図と旗上げ 
② ボーリング柱状図の記載内容の適正性 
③ 線形の変化点等、基本点及び表示の適正性 
④ 片勾配のすり付け及び表示方法の適正性 

 

(7)横断図作成 

① 道路横断構成要素とその値の適正性 
② 片勾配のすり付け及び合成勾配の適正性 
③ 切土、盛土の小段高、小段幅、のり面勾配の適正性 
④ 切土部の保護路肩の構造の適正性 

 

(8)用排水設計 
① 既設の関連用排水状況及び将来計画との整合性 
② 用排水構造物の断面決定と流量計算との整合性 

 

1.3. 幅杭設計 

項 目 主な確認項目 

(1)設計条件 
① 道路規格 
② 設計速度 
③ 計画交通量 
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項 目 主な確認項目 
④ 横断面構成 
⑤ 気象条件及び環境条件 
⑥ 適用すべき諸基準 
⑦ 指示事項の整理と指示書の内容の確認 
⑧ 関連する他設計との整合性 

 

(2)施工区分 
① 完成施工、暫定施工かの区分の把握 
② 暫定施工の施工車線の把握 

 

(3)幾何構造、線形条

件 

① 平面、縦断の設計値の適正性 
② 幾何構造の使用値の適正性 
③ 横断面構成 (標準幅員、積雪寒冷地路肩幅員) の適正性 

 

(4)協議関係資料 

① 道水路等の交差、取付、付替の調整協議等の内容(特に、設計協議

用図面作成後の変更の確認) 
② 地元及び地権者との協議内容(特に、設計協議用図面作成後の変更

を確認) 
③ 地下占有企業者との調整内容 
④ 保安林及び埋蔵文化財等との調整内容 
⑤ 各県公害防止条例の適用区域及び規制値 
⑥ 都市計画、土地利用計画との調整内容 
⑦ 用地上の制約条件 

 

(5)現地踏査結果 

① 地形、地質、用・排水、土地利用等現地状況の把握 
② 交通状況、道路状況、河川状況の把握 
③ 沿道の環境状況(日照、騒音、振動等)の把握 
④ 地下埋設物等の支障物件の状況の把握 

 

(6)平面図作成 

① 縦断線形との組合せ条件 
② 付加車線区間とのすり付け位置及びすり付け方法 
③ 付加車線区間の方式（追越し車線方式か、登坂車線方式か） 
④ 橋梁、トンネル等の位置及び延長の関連する他設計との整合性 

 

1.4. 道路詳細設計 

項  目 主な確認項目 

(1)設計条件 

① 道路規格 
② 道路速度 
③ 計画交通量 
④ 横断面構造 
⑤ 気象条件及び環境条件 
⑥ 適用すべき諸基準 
⑦ 指示事項の整理と指示書の内容の確認 
⑧ 関連する他設計との整合性 

 

(2)施工区分 
③ 完成施工、暫定施工かの区分の把握 
④ 暫定施工の施工車線の把握 

 

(3)幾何構造線形条件

① 平面・縦断の設計値の適正性 
② 幾何構造の使用値の適正性 
③ 横断面構成の適正性(標準幅員、積雪寒冷地路肩幅員) 
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項  目 主な確認項目 

(4)協議関係資料 

① 道水路等の交差、取付、付替の調整協議等の内容(特に、設計協議

用図面作成後の変更の確認) 
② 地元及び地権者との協議内容(特に、設計協議用図面作成後の変更

を確認) 
③ 地下占有企業者との調整内容 
④ 保安林及び埋蔵文化財等との調整内容 
⑤ 各県公害防止条例の適用区域及び規制値 
⑥ 都市計画、土地利用計画との調整内容 
⑦ 用地上の制約条件 

 

(5)現地踏査 

① 地形、地質、用・排水、土地利用等現地状況の把握 
② 交通状況、道路状況、河川状況の把握 
③ 沿道の環境状況(日照、騒音、振動等)の把握 
④ 地下埋設物等の支障物件の状況の把握 

 

(6)平面図作成 

① 縦断線形との組合せ条件 
② 付加車線区間とのすり付け位置及びすり付け方法 
③ 付加車線区間の方式（追越し車線方式か、登坂車線方式か） 
④ 暫定施工の施工区分の表示の適正性 
⑤ 橋梁、トンネル等の位置及び延長の関連する他設計との整合性 
⑥ 橋梁等と土工区間の平面すり付けの適正性 
⑦ 連絡等施設における 4 車線から 2 車線へのすり付け区間と位置 
⑧ 停止視距、追越し視距の確保に使用する速度。また、視距の確保によ

る拡幅の適正性 
⑨ 積雪寒冷地において、管理施設等の設置の必要性 
⑩ のり面勾配及び形状（完成形か、暫定形かの確認） 
⑪ 側道等において他機関の施行となる区間の有無、また、その表示の

適正性 
⑫ 取付付替道路、側道、用排水路等の表示の適正性 
⑬ 排水系統との整合性、また、暫定施工時の用排水と完成施工時の用

排水系統との整合性 
⑭ 軟弱地盤処理工及び地すべり対策工等の表示の他設計での検討内

容との整合性 
⑮ 交差する主要道路及び河川等の名称表示の適正性 

 

(7)縦断設計 

① 平面線形との組合せ条件 
② コントロールポイントとなる交差構造物のクリアランスの確保状況（暫定

2 車線施工時においても確保されているかを併せて確認） 
③ 完成時、暫定時ともに路面排水を考慮した縦断線形となっているかの

確認 
④ 切盛土量バランスを考慮状況 
⑤ 付加車線区間及び連絡等施設における 4 車線から 2 車線へのすり付

け区間の縦断計画の適正性 
 

(8)縦断図作成 

① 橋梁等の構造物等の作図と旗上げ 
② ボーリング柱状図の記載内容の適正性 
③ 切盛境の路床すり付け表示の有無 
④ 線形の変化点等、基本点及び数値の表示の適正性 
⑤ 片勾配のすり付け及び表示方法の適正性 
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項  目 主な確認項目 

(9)横断軸線図作成 
(連絡等施設) 

① 横断図の断面ピッチの適切性 
② 横断軸線図のマッチラインの適切性 
③ ループ部等平面曲線の小さい区間での土量計算の適切性 

 

(10)横断図作成 

① 道路横断構成要素とその値の適正性 
② 特殊部の位置及び横断構成要素とその数値の適正性 
③ 片勾配のすり付け及び合成勾配の適正性 
④ 切土、盛土の小段高、小段幅、のり勾配の適正性 
⑤ 切土部の保護路肩の構造の適正性 
⑥ 切土部に設置する側道の小段勾配の適正性 
⑦ 排水工の検討内容による修正(断面、高さ、勾配)の有無 
⑧ 平面展開から取付・付替道水路との整合性 
⑨ 用地幅杭の位置が平面展開と整合性 
⑩ 軟弱地盤処理工及び地すべり対策工等の表示の他設計での検討内

容との整合性 
⑪ 暫定施工における横断図と幅杭設計成果品の横断図との整合性 
⑫ 暫定施工における用排水工の表示の適正性 
⑬ 他機関施行区間の表示の適正性 
⑭ 土量配分による暫定施工の切土、盛土の表示の適正性 

 

(11)土積図作成 
(本 線) 

① 土量計算書作成の基礎となる土量変化率、土量の補正方法等の各

種要因の適正性 
② 縦断図、土量配分図等マスカーブを構成する各種要因の適正性 
③ 機種別経済搬土距離等関する監督員との充分な協議 
④ 堀削土量の要因別集計の正確性 
⑤ インターチェンジ等平面土工の土量配分の適正性 

 

(12)用排水設計 

① 既設の関連用排水状況及びその将来計画との整合性 
② 用排水系統の計画、流量計算における対象区域の適正性 
③ 用排水構造物の断面決定と流量計算との整合性 
④ 用排水構造物及び排水系統が平面図、横断図に適正な展開状況 
⑤ 排水系統図には、他設計の排水系統も含めて作成されているか確認

⑥ 暫定施工時と完成施工時の用排水系統の整合性 
⑦ 暫定施工時における集水面積の区分と完成施工時の区分の変更の

有無 
⑧ 暫定施工側の排水構造物における完成時を考慮した工種選定状況 

 

1.5. 附帯工設計 

項  目 主な確認項目 

(1)設計条件 

① 道路規格 
② 設計速度 
③ 計画交通量 
④ 横断面構成 
⑤ 気象条件及び環境条件 
⑥ 適用すべき諸基準 
⑦ 指示事項の整理と指示書の内容の確認 
⑧ 関連する他設計との整合性 

 

(2)施工区分 
① 完成施工、暫定施工かの区分の把握 
② 暫定施工の施工車線の把握 
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項  目 主な確認項目 

(3)幾何構造、線形

条件 

① 平面、縦断の設計値の適正性 
② 幾何構造の使用値の適正性 
③ 横断面構成の適正性(標準幅員、積雪寒冷地路肩幅員) 

 

(4)協議関係資料 

① 道水路等の交差、取付、付替の調整協議等の内容(特に、設計協議

用図面作成後の変更の確認) 
② 地元及び地権者との協議内容(特に、設計協議用図面作成後の変

更を確認) 
③ 地下占有企業者との調整内容 
④ 保安林及び埋蔵文化財等との調整内容 
⑤ 各県公害防止条例の適用区域及び規制値 
⑥ 都市計画、土地利用計画との調整内容 
⑦ 用地上の制約条件 
⑧ 用地幅の過不足の有無 

 

(5)現地踏査 

① 地形、地質、用・排水、土地利用等現地状況の把握 
② 交通状況、道路状況、河川状況の把握 
③ 沿道の環境状況(日照、騒音、振動等)の把握 
④ 地下埋設物等の支障物件の状況の把握 

 

(6)計画条件の確認 

●土工またはのり面工 
① 盛土勾配の適正性 
② 切土勾配の適正性 
③ 小段幅及び高さの適正性 
④ のり面保護工の適正性 
⑤ 地すべり等の切土部の安定検討の確認 
⑥ 切盛土工の安定検討の適正性 
⑦ 用地幅の確定状況 
●軟弱地盤 
① 軟弱地盤の計画条件の確認 
② 軟弱地盤としての検討が必要なケース(規模、区間)の適正性 
③ 調査解析結果は反映状況( 大沈下量、限界盛土高等) 
④ 軟弱地盤地区の施工工程計画における、先行施工の可能性等の考

慮状況 
 
●溝渠工 
① 溝渠工にした理由(型式、位置)の整理 
② ボーリング等地質調査資料(必要数)による支持地盤の選択の適正性

または杭基礎の必要性 
③ 標準設計の適用方法の適正性 
④ 仮設工の必要性 
⑤ 所要断面(道路、水路等)の決定根拠の整理 
⑥ 土被りの条件の妥当性 
⑦ 土被りによる断面変化の考慮状況 
⑧ 適用する設計基準 
⑨ 設計計算の条件の妥当性 
 
●擁壁工 
① 擁壁工にした理由(型式、位置)の整理（用地条件を含めて明確にな

っているか） 
② ボーリング等地質調査資料(必要数)による支持地盤の選択の適正性

または杭基礎の必要性 
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項  目 主な確認項目 
③ 適用する設計基準 
④ 二次製品の適用の必要性 
⑤ 仮設工を必要の必要性 
⑥ 全体的なすべりの安定性の確認 
⑦ 用地境界までの余裕幅 
⑧ 設計計算の条件の妥当性 
 
●排水工 
① 排水系統(用水か排水か)の把握及び断面の調査内容 
② 水路管理者との協議状況 
③ 移管先における特別な規定及び基準の有無 
 
●小構造物 
① 標準設計の適用の可否 
② 二次製品は適用の可否 
 
●舗装及び関連道路の計画条件 
① 関連道路の設計基準(取付、付替、側道等) 

 

1.6. 構造物設計 

(1) 橋梁一般図作成 

設計段階 項  目 主な内容 備  考 

条件等の 
打合せ 

設計目的、項目、

内容 
及び作業計画書 

① 設計目的、主旨 
② 関連事業計画 
③ 設計の主な項目、工程 
④ 適用基準、構造形式 
⑤ 既設計資料、幾何構造、線形条件 
⑥ 交差条件 
⑦ 地形地盤条件 

 

 

照査① 

現地踏査結果、基

本的事項の整理確

認及び設計条件整

理確認 

① 環境状況(振動、騒音等の配慮) 
② 施工時の注意事項 
③ 環境及び景観検討への配慮 
④ 道路規格、幾何構造、線形条件の設定 
⑤ 交差条件の設定 
⑥ 地形条件の設定 
⑦ 地盤条件の設定 
⑧ 橋長、支間割条件の設定 

 

 

照査② 
橋梁形式の計画と

選定 

●橋梁計画 
① 橋台設置位置と橋長計画 
② 橋脚設置位置と支間割計画 
③ 基礎構造形式検討 
④ 下部構造形式の選定 
⑤ 上部構造形式の選定 

 
●形式選定 
① 構造特性(安定性、耐震性、走行性) 
② 維持管理(耐久性、管理の難易度) 
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設計段階 項  目 主な内容 備  考 
③ 周辺環境との整合 
④ 施工性(施工の安全性、難易度等) 
⑤ 経済性 
⑥ 工事期間 

 

照査③ 

一般図作成の細部

事項 

●上部構造 
① 床版形式 
② 桁高、桁間隔等の主要寸法の決定経緯 

 
●下部構造 
① 使用材料(ｺﾝｸﾘｰﾄ、鋼等) 
② 形状計画(壁式、2 柱式等) 
③ 形状寸法の決定経緯 

 
●基礎構造 
① 基礎形式 
② 杭本数等の形状寸法の決定経緯 

 

 

数量算出及び概算

工事費算出 

① 数量算出項目 
② 数量算出手法 
③ 使用単価 

 

 

成果品の提出と説

明 

① 一般図 
② 計画概要書 
③ 照査報告書 

 

 

業務完了時 
終成果品の提出 

借用資料の返却 

① 一般図 
② 計画概要書 
③ 照査報告書 

 

成果品の

確認 

(2) 橋梁計画設計 

設計段階 項  目 主な内容 備  考 

条件等の 
打合せ 

設計目的、項目、

内容及び作業計画

書 

① 設計目的、主旨 
② 関連事業計画 
③ 設計の主な項目、工程 
④ 適用基準、構造形式 
⑤ 既設計資料、幾何構造、線形条件 
⑥ 交差条件 
⑦ 地形地盤条件 

 

 

照査① 

現地踏査結果、基

本的事項の整理確

認及び設計条件整

理確認 

① 環境状況(振動、騒音等の配慮) 
② 支障物件の状況 
③ 施工時の注意事項 
④ 沿道状況 
⑤ 関連する設計との整合 
⑥ 環境及び景観検討への配慮 
⑦ 道路規格、幾何構造、線形条件の設定 
⑧ 交差条件の設定 
⑨ 地形条件の設定 
⑩ 地盤条件の設定 
⑪ 耐震設計手法 
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設計段階 項  目 主な内容 備  考 
⑫ 使用材料 
⑬ 橋長、支間割条件の設定 
⑭ 荷重条件の設定 
⑮ 特殊荷重の有無 
⑯ 使用すべき設計基準 

 

照査② 
橋梁形式の計画と

選定 

●橋梁計画 
① 橋台設置位置と橋長計画 
② 橋脚設置位置と支間割計画 
③ 基礎構造形式検討 
④ 下部構造形式の選定 
⑤ 上部構造形式の選定 
●形式選定 
⑥ 構造特性(安定性、耐震性、走行性) 
⑦ 維持管理(耐久性、管理の難易度) 
⑧ 周辺環境との整合(景観、騒音、振動、近接

施工) 
⑨ 施工性(施工の安全性、難易度、確実性、

工事用道路及び作業ヤード等) 
⑩ 経済性 
⑪ 概略計算手法 

 

 

照査③ 

計画設計の細部事

項 

●上部構造 
① 床版形式 
② 桁高、桁間隔等の主要寸法を決めた概略

計算経緯 
③ 上部構造一般図 
●下部構造 
① 使用材料(ｺﾝｸﾘｰﾄ、鋼等) 
② 形状計画(壁式、2 柱式等) 
③ 形状寸法を決めた概略計算経緯 
④ 基礎構造 
⑤ 基礎形式 
⑥ 杭本数等の形状寸法を決めた概略計算経

緯 
 

 

数量算出及び 
概算工事費算出 

① 数量算出項目 
② 数量算出手法 
③ 使用単価 

 

 

成果品の提出と説

明 

① 一般図 
② 上部構造一般図、上部構造主断面一般図

③ 下部構造一般図、基礎工一般図 
④ 計画概要書 

 

 

業務完了時 
終成果品の提出 

借用資料の返却 

① 一般図 
② 上部構造一般図、上部構造主断面一般図

③ 下部構造一般図、基礎工一般図 
④ 計画概要書 

 

成果品の

確認 
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(3) 橋梁基本設計 

設計段階 項  目 主な内容 備  考 

条件等の 
打合せ 

設計目的、項目、

内容及び作業計画

書 

① 設計目的、主旨 
② 関連事業計画 
③ 設計の主な項目、工程 
④ 適用基準、構造形式 
⑤ 既設計資料、幾何構造、線形条件 
⑥ 交差条件 
⑦ 地形地盤条件 

 

 

現地踏査結果、設

計条件及び設計上

の問題点と検討方

針 

① 環境状況(振動、騒音等の配慮) 
② 支障物件の状況 
③ 施工時の注意事項 
④ 沿道状況 
⑤ 暫定計画、将来計画との整合 
⑥ 関連する設計との整合 
⑦ 環境及び景観検討への配慮 
⑧ 幾何構造、線形条件の設定 
⑨ 交差条件の設定 
⑩ 地盤条件の設定 
⑪ 地形条件の設定 
⑫ 耐震検討手法 
⑬ 使用材料 
⑭ 橋長、支間割条件の設定 
⑮ 道路規格及び荷重条件の設定 
⑯ 特殊荷重の有無 
⑰ 施工条件の基本 
⑱ 使用すべき設計基準 
⑲ 塩害、雪処理、寒冷地仕様等 
⑳ 橋面工、付属工の基本条件 

 

 

照査① 
設計･施工方針、構

造物の形状等 

●全般 
① 橋梁形式及び支間割の妥当性 

 
●上部構造 
① 構造骨組、桁配置、構造高等 
② PC 鋼材の選定及び配置 
③ 桁端部と桁遊間 
④ 床版厚、床組 
⑤ 解析法 
⑥ 架設工法を考慮した設計手法 

 

 

照査② 

一般図、設計上の

細部条件、計算方

法、図面作成及び

付属構造物の設計

法 

●上部構造 
① 材料使用区分 
② 構造細目 
③ 床版厚、舗装厚、付属物 
④ 支承、落橋防止システム、伸縮装置 
⑤ 高欄、標識、照明等 
⑥ 塩害対策、床版防水工、塗装、その他 

 

 

照査③ 設計結果 
① 設計計算書 
② 設計図 
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設計段階 項  目 主な内容 備  考 

施工計画等、数量

計算等 

① 埋設物、支障物件、周辺施設との近接等の

施工条件 
② 施工時期(渇水期、出水期、冬期等) 
③ 設置、撤去等の施工性 
④ 数量算出要領(有効数字、位取り、単位、区

分等) 
 

 

(4) 橋梁詳細設計 

設計段階 項  目 主な内容 備  考 

条件等の 
打合せ 

設計目的、項目、

内容及び作業計画

書 

① 設計目的、主旨 
② 関連事業計画 
③ 設計の主な項目、工程 
④ 適用基準、構造形式 
⑤ 既設計資料、幾何構造、線形条件 
⑥ 交差条件 
⑦ 地形地盤条件 

 

 

設計計画 
終了時 

現地踏査結果、設

計条件及び設計上

の問題点と検討方

針 

① 環境状況(振動、騒音等の配慮) 
② 支障物件の状況 
③ 施工時の注意事項 
④ 沿道状況 
⑤ 暫定計画、将来計画との整合 
⑥ 関連する設計との整合 
⑦ 環境及び景観検討への配慮 
⑧ 幾何構造、線形条件の設定 
⑨ 交差条件の設定 
⑩ 地盤条件の設定 
⑪ 地形条件の設定 
⑫ 耐震検討手法 
⑬ 使用材料 
⑭ 橋長、支間割条件の設定 
⑮ 道路規格及び荷重条件の設定 
⑯ 特殊荷重の有無 
⑰ 施工条件の基本 
⑱ 使用すべき設計基準 
⑲ 塩害、雪処理、寒冷地仕様等 
⑳ 橋面工、付属工の基本条件 

 

 

照査① 
設計･施工方針、構

造物の形状等 

●橋梁全般 
① 橋長、支間割計画の妥当性 
② 上部構造形式の確認 
③ 下部構造形式の確認 
④ 基礎構造形式の確認 

 
●上部構造 
① 構造骨組、桁配置、構造高等 
② PC 鋼材の選定及び配置 
③ 桁端部と桁遊間 
④ 床版厚、床組 
⑤ 解析法 
⑥ 架設工法を考慮した設計手法 
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設計段階 項  目 主な内容 備  考 

●下部構造 
① 橋台、橋脚の位置･形状 
② 耐震設計を考慮した支承構造 
③ 縁端距離 
④ 形状、寸法の基本的統一 
⑤ 施工法への配慮 

 
●基礎構造 
① 基礎の形式、寸法 
② 支持層への根入れ 
③ 軟弱地盤の場合の検討 
④ 近接施工 
⑤ 解析手法 
⑥ 施工法への配慮 

 

照査② 

一般図、設計上の

細部条件、計算方

法、図面作成及び

付属構造の設計法 

●上部構造 
① 材料使用区分 
② 構造細目 
③ 床版厚、舗装厚、付属工 
④ 支承、落橋防止システム、伸縮装置 
⑤ 高欄、標識、照明等 
⑥ 塩害対策、防水工、塗装、その他 

 
●下部構造 
① 裏込土、埋戻し土の種類と土圧係数 
② 材料使用区分 
③ 構造細目 
④ 地下水変動、その他 

 
●基礎構造 
① 材料使用区分 
② 構造細目 
③ 埋設物との取り合い 
④ 地盤改良の必要性 
⑤ 耐震設計上の基盤面、地盤面 
⑥ 設計用土質定数 

 

 

照査③ 

設計結果 
① 設計計算書 
② 設計図 

 
 

施工計画等、数量

計算等 

① 埋設物、支障物件、周辺施設との近接等の

施工条件 
② 施工時期(渇水期、出水期等) 
③ 設置、撤去等の施工性 
④ 数量算出要領(有効数字、位取り、単位、区

分等) 
 

 

成果品の提出と説

明 

① 橋梁位置図、一般図、線形図 
② 構造一般図、構造詳細図 
③ 設計計算書、材料計算書 
④ 計画概要書、施工計画書、工事記録情報
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設計段階 項  目 主な内容 備  考 

業務完了時 
終成果品の提出 

借用資料の返却 

① 橋梁位置図、一般図、線形図 
② 構造一般図、構造詳細図 
③ 設計計算書、材料計算書 
④ 計画概要書、施工計画書、工事記録情報

 

成果品の

確認 

2. 業務履行上の留意事項 

本項目は、設計実施上の参考として活用すべき内容として、業務の履行上の留意点等を示したも

のである。業務実施上の参考資料として受発注者ともに参考にすることにより、十分理解し、より良い

業務成果の作成に努められたい。 

2.1. 道路概略設計 

(1) 共通留意事項 

項目 主な留意点 
設計計画 予備設計及び国土交通省における調査・設計との経時変化に伴う地形・地物を

整理して変化がある場合は対応策を立案し、図面作成及び概算建設費に反映し

て以後に実施する設計及び建設費用の増加を事前に防止する。 
貸与する資料の経時変化等による適用基準の相違を整理・確認し設計及び図

面作成の方針を打合せ簿で確認して、手戻りと誤適用を防止する。 
 

用排水設計 用排水設計は、概略設計、現地踏査、設計要領等により現況用排水施設、将来

用排水計画を十分把握し概略の排水系統の計画をたて、流量計算に基づいて、

主として本線交差水路、付替水路の断面形状を設計し作成するものとし、排水系

統図は作成しない。 
 

橋梁－般図作成 協議用一般図作成において、縦断線形及び橋梁、高架等の位置、延長、交差

構造物のクリアランス等を確保するために、橋梁一般図作成が必要となる。 
この場合には、調査等共通仕様書「5-7-1 橋梁一般図作成」を適用するとともに、

必要な費用を別途計上する。 
 

数量・概算建設費 のり面勾配及びのり面保護工は、近隣の既事業状況を確認して合理的な工種を

採用して適正な土量、数量、概算建設費を算出する。 
構造物の基礎等は、省庁及び地方公共団体から、近隣の既存構造物実績資料

を入手して、基礎杭長等を算出する。 
 

(2) 道路概略設計(A) 

項目 主な留意点 
平面・縦断設計

 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 平面と縦断線形要素の確定には、平面的コントロールポイントと縦断設計の留意

項目の組合せで、安全で快適かつ地域の環境に配慮した線形となるようにする。

 
② 留意すべき平面線形のコントロールポイント 

a.  多額の補償費と協議に多大な時間を要し避けた方がよい物件は、神社、仏

閣、墓地、文化財、学校、病院、工場等である。 
 

b.  高圧送電線は、移設時の送電中止、移転先の補償等の問題が多く、計画する

道路との離隔距離の保持に留意する。 
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項目 主な留意点 
 

平面・縦断設計 c.  道路、鉄道等は、小さな曲線半径の箇所の交差又は斜角のある交差により建

設費が増加する原因となり線形の良い箇所での交差が望ましい。 
 

d.  河川の横過は、設計・施工が非常に難しくかつ建設費増加の原因となる。した

がって、上下流にある既設橋との関係(近接橋梁の取り扱いとなる場合がある)
に留意するとともに、河川水利上の問題がある(分岐点、合流点、屈局部、狭窄

部等)箇所を避ける。 
 

e.  荒廃渓流の横過は、土石流の危険区域内は極力避ける。やむを得ず計画す

る場合は土石流を無害に流過させる措置(十分大きな開口部の設置)又は道路

より上流で土石流の減勢阻止対策が可能な線形を考慮する。 
 

f.  過去に地すべりが記録されている箇所、現に地すべりが発生している箇所又

は現地踏査及び土質地質調査の結果により工事の実施時に発生の恐れがある

地域は建設費の増加の原因となり極力避ける。 
 

g.  積雪寒冷地において、積雪深があり雪崩等が局部的に発生する危険個所は

極力避ける(雪崩による道路の保持は極めて困難かつ膨大な建設費と供用後

に多大な維持管理費が必要である)。 
 

③ 留意すべき縦断線形のコントロールポイント 
a.  高圧送電線の下を横過する場合は、送電線の垂れ下がり位置と路面との高低

差に安全離隔距離(送電圧により異なるので注意する)を保持する縦断線形要

素(路面 計画高)を検討する。なお、高圧送電線の移設又は嵩上げ等は移設

時の送電中止、移転先の補償等の問題が多く、計画する道路との離隔距離の

保持に留意し、十分検討のうえ道路計画高を設定する。 
 

b.  鉄道との交差は、複線計画及び電化計画等の将来計画を確認のうえ縦断線

形要素を設定する。 
 

c.  河川の横過は、河川管理用道路(道路法の道路と兼用の場合があるので注意

する)又は堤防天端と交差構造物の高さに余裕を加えたクリアランスを保持した

縦断線形要素を設定する。 
 

d.  軟弱地盤地帯は、盛土高があまり高くならないよう前後の地形と縦断線形を合

わせて当該地区の縦断線形要素を設定する(押え盛土の極力排除)とともに横

断構造物を極力少なくするよう検討する。 
 

e.  地形が急峻な山岳道路の線形は、都計中心線の平面線形と組み合わせて縦

断線形要素を設定する。 
 

f.  地形が急峻な山岳道路は、土工部(長大切土又は高盛土)、橋梁部(橋長、橋

脚高、形式)、トンネル部(延長、換気設備、受電施備等)が複雑に組合わされて

いるので、下記事項を考慮のうえ線形の設定を行う。 
・  平面線形と縦断線形との組合せにより極力切盛土量の減少に努める

ともにスライスな切土のり面を極力避ける。 
・  土工量のバランスは、路線全体のバランスを図るとともに、経済的な土

配計画を考慮する。 
・  高橋脚、長大スパンの橋梁は、トンネルと比較して必ずしも経済的と

は限らないので、その得失を十分検討する。 
・  工事用道路等の仮設備、工事の手順、工事工程等に配慮する。 
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項目 主な留意点 
④  軟弱地盤地帯は、極力短区間で条件の良い箇所を通る。なお、河川の前後及

び溺れ谷に注意する。 

(3) 道路概略設計(B)(C) 

項目 主な留意点 
縦断設計 ① 線形要素の設定には、都計中心線の平面線形と下記の留意事項を考慮した

平面線形要素との組合せにより安全で快適かつ地域環境に配慮した線形と

なるようにする。 
 

② 留意すべき縦断線形のコントロールポイント 
a.  高圧送電線の下を横過する場合は、送電線の垂れ下がり位置と路面との

高低差に安全離隔距離(送電圧により異なるので注意する)を保持する縦

断線形要素(路面 計画高)を検討する。なお、高圧送電線の移設又は嵩

上げ等は移設時の送電中止、移転先の補償等の問題が多く、計画する道

路との離隔距離の保持に留意し、十分検討のうえ道路計画高を設定する。

 
b.  鉄道との交差は、複線計画及び電化計画等の将来計画を確認のうえ縦

断線形要素を設定する。 
 

c.  河川の横過は、河川管理用道路(道路法の道路と兼用の場合があるので

注意する)又は堤防天端と交差構造物の高さに余裕を加えたクリアランスを

保持した縦断線形要素を設定する。 
 

d.  軟弱地盤地帯は、盛土高があまり高くならないよう前後の地形と縦断線形

を合わせて当該地区の縦断線形要素を設定する(押え盛土の極力排除)と
ともに横断構造物を極力少なくするよう検討する。 
 

e.  地形が急峻な山岳道路の線形は、都計中心線の平面線形と組み合わせ

て縦断線形要素を設定する。 
 

③ 盛土区間の交差構造物は、横断構成、路面勾配及び道路構造物の構成(構
造物の厚さ、凍結深、舗装厚、横断埋設管等を加味した盛土高)による交差

道路等のクリアランスを考慮して当該個所の計画高を設定する、特に斜角の

ある構造物は縦断線形要素の設定に影響するので注意する。 
 

④ 盛土区間は、前後の縦断線形要素に配慮するとともに、 小盛土量となる縦

断線形を設定する。また、他機関の建設発生土を流用することを考慮する(場
合によっては、集積ヤ－ドの設置も検討する)。 

 
⑤ 捨土区間は、橋梁等の横断構造物に配慮のうえ休憩施設への流用、高盛土

区間の採用(橋梁から土工への変更)を考慮した縦断線形要素を設定する。 
 

(4) 道路概略設計(C) 

項目 主な留意点 
設計計画 

 
 
 
 
 
 

①  道路中心線の縮尺転換(1/2,500 地形図から 1/1,000 地形図へ)は 地形図

作成の経時変化又は作図精度差等の誤差による問題点を抽出し設計及び

図面作成の方針を打合せ簿等で確認し手戻りを防止する。 
 

②  縮尺 1/2,500～1/1,000 への転換に伴う平面線形の変更が生じた場合の対

応については下記を参考として概略設計(A)に変更する。 
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項目 主な留意点 
設計計画 ③  曲線半径及び緩和曲線等の平面線形要素を変更し、可能な限り都計幅内

に道路を計画する。 
 

④  平面要素を変更して、各種のり面保護工又は擁壁にて都計幅内にて処理

する(場合によっては、のり面勾配の変更も考慮する)。 
 

⑤  平面線形要素を変更せずに 1/1,000 航測地形図で設定された新しい道路

幅で都計の変更又は可能と判断される任意買収等で対処する。 
 

縦断設計 ①  線形要素の設定には、都計中心線の平面線形と下記の留意事項を考慮し

た平面線形要素との組合せにより安全で快適かつ地域環境に配慮した線形

となるようにする。 
② 留意すべき縦断線形のコントロールポイント 

a.  高圧送電線の下を横過する場合は、送電線の垂れ下がり位置と路面との

高低差に安全離隔距離(送電圧により異なるので注意する)を保持する縦

断線形要素(路面計画高)を検討する。なお高圧送電線の移設又は嵩上げ

等は移設時の送電中止、移転先の補償等の問題が多く、計画する道路と

の離隔距離の保持に留意し、十分検討のうえ、道路計画高を設定する。 
 

b.  鉄道との交差は、複線計画及び電化計画等の将来計画を確認のうえ縦

断線形要素を設定する。 
 

c.  河川の横過は、河川管理用道路(道路法の道路と兼用の場合があるので

注意する)又は堤防天端と交差構造物の高さに余裕を加えたクリアランスを

保持した縦断線形要素を設定する。 
 

d.  軟弱地盤地帯は、盛土高があまり高くならないよう前後の地形と縦断線形

を合わせて当該地区の縦断線形要素を設定する(押え盛土の極力排除)と
ともに横断構造物を極力少なくするよう検討する。 
 

e.  地形が急峻な山岳道路の線形は、都計中心線の平面線形と組み合わせ

て縦断線形要素を設定する。 
 

③  盛土区間の交差構造物は、横断構成、路面勾配及び道路構造物の構成

(構造物の厚さ、凍結深、舗装厚、横断埋設管等を加味した盛土高)による交

差道路等のクリアランスを考慮して当該個所の計画高を設定する、特に斜角

のある構造物は縦断線形要素の設定に影響するので注意する。 
 

④  盛土区間は、前後の縦断線形要素に配慮するとともに、 小盛土量となる

縦断線形を設定する。また、他機関の建設事業における発生土量を流用す

ることを考慮する(場合によっては、集積ヤ－ドの設置も検討する)。 
 

⑤  捨土区間は、橋梁等の横断構造物に配慮のうえ休憩施設への流用高盛土

区間の採用(橋梁から土工への変更)を考慮した縦断線形要素を設定する。 
 

(5) 連絡等施概略設設計 

項目 主な留意点 
平面・縦断設計

 
 
 

①  連絡等施設のランプ線形は、合成勾配の規定値により平面・縦断線形の確

定及び設定が左右される場合があるので平面、縦断、横断の複合的組合せ

に留意して線形要素を確定する。 
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項目 主な留意点 
平面・縦断設計 ②  都市計画された連絡施設において、道路本線の平面又は縦断線形要素の

変更によりノーズの位置に変更が生じた場合は、下記のいずれかの方法で対

応の明確化を図る。 
 
a.  都計幅の変更をなくする対処は、擁壁等の構造物による道路構造物(側

道、水路等を含む)の変更で対応する。 
 

b.  都計法執行機関である地方公共団体の同意を得て都計幅の変更を行

い、ランニングコスト及びライフコストを考慮した道路構造に変更する。 
 

c.  都計法執行機関である地方公共団体より都計変更同意が得られない場

合でも任意買収が可能な場合は、ランニングコスト及びライフコストを考慮し

た道路構造に変更する。 
 

③  連絡等施設のランプと本線との取付部における平面線形及び縦断線形に

対する横断勾配のすり付け方法の留意点。 
 
a.  横断勾配の反転個所において 小すり付け率の適用を検討して路面排

水が支障ないようにする。 
 

b.  拡幅量を考慮したすり付け方法に留意する。 
 

c.  本線縦断勾配のすり付けをずらす検討が必要なケースが発生した場合

は、すり付け方法に留意する。なお、発生する場合は下記のケースである。

・ 変速車線が本線曲線部の外側に取り付く場合 
・ 本線勾配とランプが逆勾配となる場合 

 
④ 1/2,500 地形図から 1/1,000 航測地形図への縮尺転換の変更が生じた場合

は、縮尺転換問題点の有無の確認と問題点の対応を確認 
 

平面図作成 ① 平面・縦断線形の検討結果、ノーズ位置の変更に伴い、横断構成の見直しが

平面図に反映されているか留意する。 
② 拡幅量を考慮したすり付けの表示となっているか留意する。 

 

2.2. 協議用図面作成 

(1) 道路設計 

項目 主な留意点 
現地踏査 現地踏査は、概略設計等の資料に基づき、計画されている橋梁高架等の構

造物の位置、交差又は付替道水路の状況、用排水系統など、協議用図面作成

に必要な現地状況を把握・確認し、設計の基本的な事項を明らかにするために

行う。 
 

設計計画 
 
 
 
 
 
 
 

設計計画は、協議用図面作成に必要な概略設計の成果品や関連公共事業

計画等の資料の収集整理、現地踏査に基づく土地利用状況や地形・地物の整

理及び土質地質調査報告書の成果品の照査を行い、交差構造物の位置、規模

等を検討し、平面形状の確定に必要な基本的な事項を整理するためのものであ

る。 
監督員は、主たる設計の開始に先立ち行われる設計計画については、受注

者からの協議に応じて、業務が適正かつ速やかに遂行できるようにしなければな

らない。 
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項目 主な留意点 
 
設計計画 ① 設計に盛り込むべき事項の整理 

設計に盛り込むべき事項とは、平面形状の確定に必要な現地踏査結果、設

計条件、関連公共事業計画との関連で必要となる交差又は付替・取付道水路

計画、排水系統等である。 
 

② 構造物の位置、形状寸法の検討 
橋梁、高架、跨道路橋、溝渠、擁壁等構造物の位置、形状寸法等の検討に

あたっては、 関連公共施設の事業計画、設計協議の内容及び現地踏査等を

よく整理し、設計に反映しなければならない。 
 

③ 設計条件の整理 
道路規格、設計速度、横断面構成、幾何構造等の設計条件は事前に照査

のうえ、面作成の途中で変更が生じないようにしなければならない。設計基準

は、設計要領に定められたもののほか、支社等が地域事情を勘案して作成し

た設計要領補足などを事前に整理し、協議用図面作成に着手する。 
 

縦断設計 協議用図面作成 A の縦断設計は、計画設計により整理された基本的事項、

路線測量、及び土質地質調査等資料に基づき、平面線形との組合せ、橋梁トン

ネル等の位置、延長、土量のバランス､交差構造物等のクリアランス等を考慮のう

え、縦断線形を設計するものとする。 
なお、関係機関との交差協議等に伴い縦断線形の比較検討を監督員の指示

に基づき設計する場合は、費用を別途計上する。 
協議用図面作成 B の縦断設計は行わない。 

 
平面図作成 協議用図面作成 A の平面図は、概略設計の成果品及び縦断設計に基づき、

交差構造物の幅員、延長、主要な排水系統等を記入し作成する。 
なお、関係関連機関との設計協議のため説明用図面が必要な場合は、監督

員の指示及び調査等共通仕様書 5-5-9(1)｢設計協議説明用図面作成｣を適用

するとともに、作成するとともに、必要な費用を別途計上する。 
協議用図面作成 B の平面図は、概略設計等の成果品及び設計計画に基づ

いて、航測地形図を使用して作成する。 
 

縦断図作成 協議用図面作成 A の縦断図作成は、縦断設計により設計された縦断線形に

基づき、計画高の計算を行い発注者が貸与する実測地形縦断図を使用して作

成する。 
協議用図面作成 B の縦断図作成は行わない。 

 
横断図作成 協議用図面作成 A の横断図作成は、縦断図作成により得られた道路中心線

の計画高に基づいて、発注者が貸与する実測地形横断図を使用して原則として

20m ごとの道路横断構造、側道、水路、用地幅等を設計し作成するが、横断図

に記入する計画高は、道路中心折れ点、路肩等の変化点とし、土質区分の記入

及び発注用横断図は作成しない。 
協議用図面作成 B の横断図作成は、概略設計等の成果品に基づいて、概略

設計の横断図を補足、修正して作成する。 
 

用排水設計 用排水設計は、概略設計、現地踏査、設計要領等により現況用排水施設、将

来用排水計画を十分把握し概略の排水系統の計画をたて、流量計算に基づい

て、主として本線交差水路、付替水路の断面形状を設計し作成するものとし、排

水系統図は作成しない。 
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(2) 連絡等施設設計 

連絡等施設設計は、｢X.2.2(1)道路設計｣に準ずる。 

(3) 概略附帯工設計等 

協議用図面作成において、道路設計及び連絡等施設設計によるほか、次のような概略附帯

工設計等を行うことによって、工事実施の詳細設計及び幅杭設計の前段設計として、より一層

の合理的、経済的な設計を行うことができる。 

 
項目 主な留意点 

設計協議説明用

図面作成 
協議用図面作成において、関係管理者機関(地元協議を含む)との設計協議

のため、概略の説明用図面等が必要となる。 
この場合には、調査等共通仕様書 5-5-9(1)「設計協議説明用図面作成」を適

用し、監督員の指示に従い作成する。費用については、調査等積算要領 5-5-4
「詳細図作成等の設計協議説明用図面作成」を適用し、別途計上する。 

なお、図面作成における縮尺、配置等については十分検討し作成する。 
 

概略一般図作成 協議用図面作成において、縦断線形並びに付替・取付導水路等の位置の確

定及び経済的な断面寸法を確定するために、溝渠工及び擁壁工の概略一般図

作成が必要となる。 
この場合には、調査等共通仕様書 5-5-9(2)｢概略一般図作成｣を適用するとと

もに、必要な費用を別途計上する。 
 

付替・取付道水

路設計 
協議用図面作成において、付替・取付道水路等及び側道の計画にあたり、

(本線の横断図作成等で実施する場合を除く)独自の平面線形、縦断線形、横断

等の設計が必要な場合には、調査等共通仕様書 5-5-3｢付替・取付道水路設

計｣を適用するとともに、必要な費用を別途計上する。 
 

(4)  構造物設計 

項目 主な留意点 
橋梁一般図作成 協議用一般図作成において、縦断線形及び橋梁、高架等の位置、延長、交

差構造物のクリアランス等を確保するために、橋梁一般図作成が必要となる。 
この場合には、調査等共通仕様書「5-7-1 橋梁一般図作成」を適用するととも

に、必要な費用を別途計上する。 
 

2.3. 幅杭設計 

(1) 道路設計 

項目 主な留意点 
現地踏査 現地踏査は、既存の調査資料などに基づき、協議用図面作成及び設計協議

等で計画されている橋梁高架等の構造物の位置、交差又は付替道水路の状

況、用排水系統など、幅杭設計に必要な現地状況を把握・確認し、設計の基本

的な事項を明らかにするために行う。 
 

設計計画 
 
 
 

設計計画は、幅杭設計に必要な資料の収集整理、設計に盛り込むべき現地

条件、設計協議事項の結果の確認・整理、土質地質調査及び協議用図面作成

等の成果品の照査を行うとともに橋梁高架構造物等の位置、形状及び寸法の検

討、設計基本条件の整理等を行い、設計計画を立案する。監督員は、主たる設
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項目 主な留意点 
 
 
 
設計計画 

計の開始に先立って行われる設計計画について、受注者からの協議に応じて、

本業務が適正かつ速やかに遂行するようにしなければならない。 
 

① 設計に盛り込むべき事項の整理 
設計に盛り込むべき事項とは、道路本体を設計するために必要な現地踏査

結果、設計条件、施工区分等のほか、関連公共事業計画及び設計協議との

関連で必要となる交差又は付替道水路計画、排水系統等である。 
幅杭設計で設計協議等が不備のまま設計したものは、幅杭設置時点及び詳

細設計並びに工事実施段階において、関係機関又は地元等との調整に多大

な時間を要することになり、場合によっては非常に大きな手戻りとなることがある

ので特に注意しなければならない。 
設計協議が未了のまま用地幅杭設置に必要な幅杭設計を行うことは厳に慎

まなければならない。設計協議完了の時期と幅杭設計及び幅杭設計後に行う

詳細設計並びに工事実施の工程をよく調整し、設計協議の促進を図るとともに

幅杭設計の作業が遅れることがないように十分注意が必要である。 
 

② 土質地質調査及び協議用図面作成等の成果品照査 
協議用図面作成 A 又は協議用図面作成 B の設計において、地すべり地や

軟弱地盤等の道路本体の安全上問題となる地形、地質及び地盤の分布状況

等が的確に反映されているかどうか、土質地質調査結果、現地踏査等から照

査する必要がある。 
地すべり地の切土や長大なスライスカット等は、工事が困難となるばかりでな

く、対策工に多大な費用を要し、防災上の問題が多いので、慎重な設計検討

が必要である。これらについては、道路線形の多少の変更で対処できることも

あり、道路用地幅を決定するに先立ち十分検討する必要がある。 
地すべり地や軟弱地盤等の土質地質調査等が不十分な場合には、対策工の

検討が道路用地幅を決定する幅杭設計の作業工程に間に合うように土質地質

調査を追加する必要がある。 
また、道路掘削等の土軟岩の区分は、切土のり面勾配等に影響を与えるこ

とになり、工事費に影響するばかりでなく道路用地幅を決定するに種々の問題

が発生する。道路掘削等の土軟岩の区分は、土質縦横断図等を用いて、切土

のり面勾配を検討し設計するために、土質縦横断図を作成するに必要な土質

地質調査が不足している場合には、速やかに土質地質調査を追加する必要が

ある。 
 
③ 構造物の位置、形状寸法の検討 

橋梁、高架、跨道路橋、トンネル、函溝渠、擁壁等構造物の位置、形状寸法

等の検討にあたり、関連公共施設の事業計画、設計協議の内容、現地踏査の

結果、構造物基礎の支持地盤等をよく整理し、設計に反映しなければならな

い。 
 

④ 設計条件の整理 
幅杭設計の前段設計の道路規格、設計速度、設計交通量、横断面構成、

道路の幾何構造、設計基準等の設計条件を事前に照査のうえ、幅杭設計作

業の途中での変更が生じないようにしなければならない。設計基準は、設計要

領に定められたもののほか、支社等が地域事情を勘案して作成した設計要領

補足などを事前に整理し幅杭設計に着手する。 
 

縦断設計 縦断設計は、計画設計により整理された基本的事項、路線測量、協議用図面

作成、土質地質調査及び設計協議結果の資料等並びに監督員と協議のうえ、平

面線形との組合せ、橋梁高架、トンネル等の位置、延長、切盛土量のバランス、

交差構造物等のクリアランス等を考慮のうえ、道路縦断線形を設計する。 
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項目 主な留意点 
なお、設計協議結果等により縦断線形の比較検討を監督員の指示に基づき設

定した場合は費用を別途計上する。 
 

横断図作成 横断図作成は、縦断図作成により得られた道路中心線の計画高に基づき、発

注者が貸与する実測地形横断図を使用して、原則として測点 20m ごとの道路横

断構造、側道、水路及び用地幅等を設計し、用地幅杭設置用横断図の作成を行

うものとする。用地幅杭設置用横断図の作成にあたり道路掘削等の土軟岩の区

分は、切土のり面勾配等に影響を与えたり、工事費に影響を与えたりするばかり

でなく道路用地幅を決定するに種々の問題が発生する。道路掘削等の土軟岩の

区分は、発注者が貸与する土性縦断図、土質地質報告書の資料等により行うも

のとする。 
なお、監督員は、土質地質条件等に基づき、当該区間の設計に も適した道

路掘削等の土軟岩の区分について、受注者に指示しなければならない。 
 

用排水設計 排水系統図には、当該設計とは別途に設計される橋梁、高架、溝渠工、擁壁

工等の排水系統や舗装工事で施工する範囲も含めて、当該設計区間に含み排

水系統図を作成するものとする。したがって、用排水設計の積算は橋梁等の区間

を含む道路延長とすることが必要である。 なお、舗装工事で施工する範囲は破

線で示し、数値及び記号は( )内に記入し、土工工事との区別を明確にする。 
 

工事用 
概算数量算出 

幅杭設計の成果に基づき、土工工事の工区割の検討のために土工工事用(主
として切盛土量)の概算数量を算出する。なお、調査等共通仕様書 5-3-5(6)横断

図作成において、発注用横断図作成及び横断数量並びにのり長の算出を行わ

ないことになっているので、工区割の検討のための工事用概算数量算出が必要

な場合には、必要な費用を別途計上する。 
 

用地幅杭調書 
作成 

幅杭設計の成果(横断図、平面図等)に基づき、道路敷きとして必要な用地幅

杭調書を作成するものとする。監督員は、用地幅杭調書の作成にあたり様式等の

必要な事項等を速やかに指示しなければならない。 
 

(2) 連絡等施設設計 

連絡等施設設計は、「X.2.3(1)道路設計」に準ずる。 

(3) 幅杭設計に必要な附帯工設計等  

幅杭設計において、用地幅杭設置のために必要な成果品を得るには、道路設計及び連絡

等施設設計によるほか、次のような附帯工設計等を行うことによって、工事実施の詳細設計の

前段設計として、より一層の合理的、経済的な幅杭設計を行うことができる。 
項目 主な留意点 

概略一般図作成 幅杭設計において、縦断線形、付替・取付道水路等の位置、断面寸法等の確

定及び土被りがある場合の溝渠工の経済的な断面寸法等の検討並びに用地上

の制約条件等を検討するために、溝渠工及び擁壁工の概略一般図作成が必要

となる。 
この場合には、調査等共通仕様書 5-5-9(2)「概略一般図作成」を適用するととも

に、必要な費用を別途計上する。 
 

付替・取付道水

路設計 
幅杭設計において、付替・取付道水路等及び側測の計画にあたり、(本線の横

断図作成等で実施する場合を除く)独自の平面線形、縦断線形、横断等の設計

が必要な場合には、調査等共通仕様書 5-5-3「付替・取付道水路設計」を適用す

るとともに、必要な費用を別途計上する。 
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項目 主な留意点 
詳細図作成 幅杭設計において、付替・取付道水路には詳細図作成が含まれていない。した

がって、付替・取付道水路設計で、詳細図作成が必要な場合には、調査等共通

仕様書 5-5-4「詳細図作成」の用排水構造物詳細図を適用するとともに、必要な

費用を別途計上する。 
 

設計協議説明用

図面作成 
幅杭設計において、関係機関(地元協議を含む)との設計協議のため、概略の

説明用図面等が必要となる。この場合には、調査等共通仕様書 5-5-9(1)｢設計協

議説明用図面作成｣を適用するとともに、必要な費用を別途計上する。 
 

(4) 構造物設計  

項目 主な留意点 
橋梁一般図作成 幅杭設計において、縦断線形、橋梁、高架等の構造物の位置、延長及び交差

構造物のクリアランス等を確定するために、橋梁一般図作成が必要となる。この

場合には、調査等共通仕様書 5-7-1｢橋梁一般図作成｣を適用するとともに、必要

な費用を別途計上する。 
 

2.4. 詳細設計 

(1) 道路設計 

項目 主な留意点 
現地踏査 現地踏査は、既存の調査資料などに基づき、概略設計、協議用図面作成、幅

杭設計及び設計協議等で計画されている橋梁高架等の位置、交差又は付替道

水路の状況、用排水系統等の詳細設計に必要な現地状況を把握、確認し、設計

の基本的事項を明らかにするために行う。 
 

設計計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計計画は、詳細設計に必要な資料の収集整理、設計に盛り込むべき現地

条件、設計協議事項の結果の確認・整理、土質地質調査、協議用図面作成及び

幅杭設計等の成果品の照査を行うとともに橋梁高架構造物等の位置、形状及び

寸法の検討、設計基本条件の整理等を行い、設計計画を立案する。監督員は、

主たる設計の開始に先立って行われる設計計画について、受注者からの協議に

応じて、本業務が適正かつ速やかに遂行するようにしなければならない。 
なお、幅杭設計後の詳細設計の道路設計 A(幅杭設計後に完成形施工で詳

細設計を行う場合)は、平面図作成(1/1,000)、縦断設計、縦断図作成及び用排

水設計の設計を行わず、幅杭設計の成果品に基づき、附帯工設計を主とした詳

細設計が行われる。したがって、設計協議結果及び諸条件等の変更により、縦断

設計及び用排水設計等の見直しが生じた場合には、当該区間の該当する設計

項目「縦断設計、縦断図作成、平面図作成(1/1,000)、横断図作成等」の設計に

必要な費用を別途計上する。 
 
① 設計に盛り込むべき事項の整理 

設計に盛り込むべき事項とは、道路本体を設計するために必要な現地踏査

結果、設計条件、施工区分等のほか、関連公共事業計画及び設計協議との

関連で必要となる交差又は付替道水路計画、排水系統等である。 
詳細設計で設計協議等が不備のまま設計したものは、詳細設計及び工事

実施段階において、関係機関又は地元等との調整に多大な時間を要すること

になり、場合によっては非常に大きな手戻りとなることがあるので特に注意しな

ければならない。 
 

 



 

77 

項目 主な留意点 
設計計画 ② 土質地質調査及び協議用図面作成等の成果品の照査 

詳細設計の前段設計である概略設計、協議用図面作成及び幅杭設計にお

いて、地すべり地や軟弱地盤地帯等の道路本体の安全上問題となる地形、地

質及び地盤の分布状況等が的確に反映されているかどうか、土質地質調査結

果、現地踏査等から照査する必要がある。 
地すべり地の切土や長大なスライスカット等は、工事が困難となるばかりでな

く、対策工に多大な費用を要し、防災上の問題が多いので、慎重な設計検討

が必要である。これらについては、道路線形の多少の変更で対処できることも

あるので、設計にあたり十分検討する必要がある。 
また、道路掘削等の土軟岩の区分は、切土のり面勾配等に影響を与えるこ

とになり、工事費に影響するばかりでなく道路用地幅を決定するに種々の問題

が発生する。道路掘削等の土軟岩の区分は、土質縦横断図等を作成するに

必要な土質地質調査が不足している場合には、速やかに土質地質調査を追

加する必要がある。 
 
③ 構造物等の位置、形状寸法の検討 

橋梁、高架、跨道路橋、トンネル、函溝渠、擁壁等の構造物の位置、形状寸

法等の検討にあたり、関連公共施設の事業計画、設計協議の内容、現地踏査

の結果、構造物基礎の支持地盤等をよく整理し、設計に反映しなければならな

い。 
 
④ 設計条件の整理 

詳細設計の前段設計の道路規格、設計速度、設計交通量、横断面構成、

道路幾何構造及び設計基準等の設計条件を事前に照査のうえ、詳細設計作

業の途中での変更が生じないようにしなければならない。 
設計基準は、設計要領に定められたもののほか、支社等が地域事情を勘案

して作成した設計要領補足等を事前に整理し詳細設計に着手する。 
なお、これらの設計基準については、適用すべき諸基準として特記仕様書

に明記するか、特記仕様書に記載しなければならない。 
 

縦断設計 縦断設計は、設計計画により整理された基本的事項、路線測量、協議用図面

作成、土質地質調査、幅杭設計及び設計協議結果の資料等並びに監督員と協

議のうえ、平面線形との組合せ、橋梁高架、トンネル等の位置、延長、切盛土量

のバランス、交差構造物等のクリアランス等を考慮のうえ、道路縦断線形を設計

するものとする。 
交差構造物は、横断構成、路面勾配及び道路構造物の構成(構造物の桁高、

凍結深、舗装厚、横断埋設管等を加味した高さ)による交差道路等のクリアランス

を考慮して当該箇所の計画高を設定する。特に斜角のある構造物は縦断線形要

素の設定に影響するので注意が必要である。 
なお、設計協議結果等により縦断線形の比較検討を監督員の指示に基づき設

定した場合には、費用を別途計上する。 
 

横断図作成 横断図作成にあたり、道路掘削等の土軟岩の区分は、切土のり面勾配、のり面

保護工等に影響したり、工事費に影響したりするばかりでなく道路用地幅を決定

する影響するなど種々の問題が発生する。道路掘削等の土軟岩の区分は、発注

者が貸与する土性縦断図、土質地質報告書等の資料により行うものとする。な

お、監督員は、土質地質条件等に基づき、当該区間の設計に も適した道路掘

削等の土軟岩の区分及び土量変化率を受注者に指示しなければならない。 
のり面保護工の選定にあたっては、設計区間の既設のり面等の周辺状況調査

を実施し、現地条件を十分考慮したうえ、経済的かつ合理的なものを検討する。 
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項目 主な留意点 
土積図作成 土量配分計画を特記仕様書で規定して本設計に含む場合には、監督員は、

道路掘削等の土軟岩の区分、土量変化率及び施工機種ごとの経済的搬土距離

を受注者に指示するものとする。 
 

用排水設計 排水系統図には、当該設計とは別途に設計される橋梁、高架、溝渠工、擁壁

工等の排水系統や舗装工事で施工する範囲も含めて、当該設計区間に含み排

水系統図を作成するものとする。したがって、用排水設計の積算は橋梁等の区間

を含む道路延長とすることが必要である。 
なお、舗装工事で施工する範囲は破線で示し、数値及び記号は( )内に記入

し、土工工事との区別を明確にする。 
 

(2) 連絡等施設設計 

連絡等施設設計は、下記の項目以外は、｢X.2.4(1)道路設計｣に準ずる。 
項目 主な留意点 

設計計画 連絡等施設設計にあたって、計画交通量に基づき各施設の規模及び施設配

置計画を十分検討する必要がある。なお、経済状況等の変化及び諸条件の変化

に伴い計画交通量の見直しが行われた場合には、詳細設計に反映するように十

分留意することが大切である。 
インターチェンジの接続道路の取付方法、施工区分、設計範囲等について、

設計の手戻りが生じないように接続道路管理者と事前に十分な調整が必要であ

る。 
高速道路と他の道路とを連結する場合には、出入口の取付位置に関して、警

察庁交通局長と国土交通省道路局長との覚書(昭和 46.3.15)に基づき、都道府

県公安委員会と協議することになっているので事前に協議事項を確認する必要

がある。 
 

平面・縦断設計 連絡等施設のランプ線形は、合成勾配の規定値により平面・縦断線形の設定

が左右される場合があるので平面、縦断、横断の複合的な組合せに留意して線

形要素を確定する。 
連絡等施設のランプと本線との取付部における平面線形及び縦断線形に対

する横断勾配のすり付けにあたっては、横断勾配の反転箇所において、 小す

り付け率の適用を検討して路面排水に支障が生じないよう配慮する。 
平面・縦断線形の検討結果、ノーズ位置の変更に伴い平面線形及び横断構成

の見直し及び拡幅量を考慮したすり付けが平面図に反映されているか留意す

る。 
なお、1/200 詳細平面図作成により、平面・縦断線形の検討を行った場合に

は、費用を別途計上する。 
 

(3) 附帯工設計 

附帯工設計は、｢X.2.5 附帯工設計｣に準ずる。 

(4) 構造物設計 

項目 主な留意点 
橋梁一般図作成 詳細設計において、縦断線形、橋梁、高架等の構造物の位置、延長及び交差

構造物のクリアランス等を確定するために、橋梁一般図作成が必要になる。 
この場合には、調査等共通仕様書「5-7-1 橋梁一般図作成」を適用するととも

に、必要な費用を別途計上する。 
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2.5. 附帯工設計 

項目 主な留意点 
溝渠工設計 溝渠工設計では、標準設計の適用範囲・内空寸法・ 大土被り厚・断面形状

などの諸条件を特記仕様書に明記する。 
 

詳細図作成 のり面保護工(のり枠工等)の数量算出には、その展開図が必要であるため詳

細図を作成する。 
また、図面作成における縮尺、配置等については、十分に検討し作成する。 

 
概略一般図作成 溝渠工及び擁壁工設計において、工事実施図面を設計する前に、概略一般

図作成により、位置、延長、断面寸法、施工条件等の比較検討を行うことで、より

経済的な構造物設計を確定することができる。このため、工事実施図面を設計す

る前に必要に応じ、概略一般図作成により施工条件、経済性等について検討す

ることが望ましい。 
 

附帯工設計 附帯工設計の履行時において、上記以外の項目について下記の留意事項を

十分に理解して設計を行うものとする。 
【溝渠工設計】 
(1)共通事項 ① 本体長、伸縮目地及びブロック割りの決定方法の適正性 

② 標準設計適用以外の応力チェックの実施の有無 
③ 配筋に対するチェックの実施の有無 
④ ウイングの形状及び設計計算は妥当か 
⑤ 基礎地盤の状態及び施工性の考慮状況 
⑥ 置き換え基礎の選定の適切性 
⑦ 斜角のつく場合の考慮状況 
⑧ 暫定施工か完成施工かの検討の有無 
⑨ 暫定施工のウイングの適正性 
⑩ 完成施工の一般図を作成し、暫定施工が将来形に与える影響の有無 
⑪ 設計計算により使用するプログラムの打合せによる確認 

 
(2)ボックス 
カルバート 

① 活荷重に対する検討を考慮状況 
② 乾燥収縮、温度変化に対する検討の適正性 
③ アンダーパス、貯留型避溢カルバート等における水圧の影響を考慮した検

討の有無 
④ サイロ効果の検討の適正性 
⑤ 軟弱地盤におけるカルバートの上げ越し量と内空断面の余裕の確保状況 
 

(3)ポータル 
カルバート 

① 地震時の応力検討の適正性 
② ストラットの考え方の適正性 

 
(4)アーチ 
カルバート 

① 軸線における施工性、経済性の考慮状況 
② 荷重の組合せの適正性 
③ 偏土圧による安定度及び部材応力の検討の適正性 
④ 工事用車両も含めた施工応力の検討の適正性 

 
(5)本線用 
カルバート 

① 視距及び諸施設の設置余裕空間の確保状況 
② 舗装、排水及び躯体の形状の適正性 
③ 活荷重の積載位置の適正性 
④ 衝突荷重、乾燥収縮、温度変化に対する検討の適正性 

 
(6)パイプ 
カルバート 

① 活荷重及び死荷重等の荷重係数の適正性 
② 管種及び基礎の選定の適正性 
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項目 主な留意点 
③ 半溝型及び突出型における設計条件は確認状況 
④ 軟弱地盤上の配慮状況 

 
【擁壁工設計】 
(1)共通事項 

① 擁壁高さの決定、地山の取り合い、底面の勾配の適正性 
② 型式選定の根拠の適正性 
③ 背面土の適用の適正性 
④ 目地間隔の適正性 
⑤ 液状化の検討の適正性 
⑥ 基礎工の選定の適正性 
⑦ 根入れ深さ及び斜面部での余裕幅の適正性 
⑧ 地下水、湧水等の処理についての考慮状況 

 

2.6. 舗装設計 

項目 主な留意点 
設計打合せ 舗装設計にあたっては、舗装工事発注後工法変更が極力生じないように一般

土工工事等の日常品質管理等の状況を的確に把握するために関連工事区等と

十分な打合せを行い設計に着手する。なお、舗装工事で設計施工される内容

は、土工工事等で実施されるものに比べて、維持管理段階で直ちにその良否が

問われることが多い。 
したがって、設計を行う区間のみでなく、隣接する前後区間の設計内容との整

合性を十分照査するとともに設計打合せ記録等を整備し、設計経緯が分かるよう

保管しておかなければならない。 
 

排水検討 排水設計では、土工設計以降の諸条件等の変更が生じ設計流出量との差

異、中央分離帯構造及び路肩構造等の土工設計を修正しなければならないこと

がある。特に本線縦断こう配のサグ点付近、橋梁前後、ノーズ合流部、縮小路肩

部、連絡等施設の駐車場等は、土工設計を変更しなければならない場合が多

い。土工工事等の施工進捗状況を勘案し、極力設計成果を、土工工事へ反映さ

せ、縦溝、排水ます等を追加、移設することが必要である。 
排水構造物の不備は特に積雪寒冷地域にあっては走行上問題が発生したり、

地域住民などと流末処理についてトラブルが発生したりすることがあるので、設計

段階で入念な検討を行わなければならない。 
 

幾何構造検討 幾何構造のチェックでは、設計要領第Ⅳ集で規定している幅員構成、こう配の

すり付け方法、登坂車線、連絡等施設等に関する諸基準が土工設計で正しく適

用されているかを総合的に検討することになり、高度な技術判断のもとに適切な

指導を行う必要がある。 
 

その他細部設計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

排水構造物、交通安全施設工、交通管理施設工、その他舗装工事に含まれる

細部設計は、設計要領及び各種の標準図集に基づき、詳細図等を作成する。そ

の適用にあたり留意する項目は、下記のとおりであり事前に現地状況に応じた対

策を検討するものとする。 
 
① 舗装数量 

・ 合材数量、盛土工、張芝工の数量算出方法(端部処理方法) 
・ プライムコート、タックコート、中央分離帯シール工、セメント安定処理工

の数量算出方法 
・ セメントコンクリート舗装版の数量算出方法 
・ 特殊舗装(たわみ性舗装等) 
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項目 主な留意点 
その他細部設計 ② 用排水工 

・ 土工工事で設置した仮排水工の処理 
・ 用排水工の形式選定、特に排水マス、地下排水工、連絡等施設内の

排水工形式 
・ トンネル坑口付近での洗浄水排水処理方法 
・ 橋梁ウイング部の路面排水処理方法(アバット方向下り勾配時) 

 
③ 防護柵工 

・ 橋梁部と土工部の防護柵のすり付け方法 
・ 土工部とトンネル部の防護柵のすり付け方法 
・ 切土部とトンネル部の防護柵のすり付け方法 
・ 標識、非常電話、照明施設等に対する防護柵補強位置 
・ 中分開口部防護柵形式 
・ ガードケーブル端末防護方法、分流ノーズの安全対策 
・ 土被りの薄い横断構造物等における防護柵ポストの設置方法 
・ 4 車～2 車すり付け区間の防護柵設置方法、防護柵形式(1 期線施工

の場合) 
 

④ 縁石工 
・ 橋梁前後、連絡等施設内の縁石形状 
・ 分合流ノーズの縁石巻き込み形状 

 
⑤ 連絡等施設 

・ 駐車方式及び駐車台数、アイランド構造 
・ 料金所、車重計、軸重計の設置位置及び構造緒元 
・ 料金所ブース部管理用ボックス設置位置及び構造 

 
⑥ 雪氷地域での要領適用範囲 

・ 防護柵、フェンス、視線誘導標、距離標、スノーポール等 
 

⑦ トンネル部 
・ 内装版、監視員通路、監査路、階段工 

 
⑧ Ⅱ期線舗装設計 

・ 4 車～2 車切替え施工図、路面表示工、防護柵工 
 

⑨ その他 
・ 切土法面の火災防止を目的にしたコンクリート張工等 
・ 伸縮装置の形式種別 

 
その他 

 
土工工事等の雑件処理及び設計中に地元協議との関係で未解決となってい

る事項は、舗装設計に手戻りが生じないように速やかに処理することが望ましい。

また、現地取り合わせ等は工事発注後、できるだけ手戻りが少ないよう、設計時

に取り込んでおくことが望ましい。 
なお、舗装設計とほぼ同じ時期に、通信、照明、造園、建築工事等の別途設

計も行われるので、これらとも十分調整を図ることが重要である。 
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2.7. 構造物設計 

(1) 橋梁一般図作成 

項目 主な留意点 
設計計画 ① 作業計画書作成 

受注者は調査等共通仕様書 1-14「作業計画書」に基づき、作業計画書を提

出し、発注者は必要な事項については承諾を行う。 
 

② 資料確認･整理 
当該業務に必要な資料(道路等予備設計報告書、地質調査資料)等を発注

前に収集しておくことが重要である。これらの資料により橋梁計画の基本条件

をまとめる。 
 
③ 現地踏査 

現地踏査は、地形・地質等の自然状況、沿道･交差･用地条件等の周辺状

況を把握し、合わせて工事用道路・施工ヤード等の施工性の判断に必要な基

礎的現地条件を把握するためのものである。現地踏査を行う場合は特記仕様

書に明記したうえで、必要な費用を別途計上する。 
 
④ 設計計画(・設計条件の整理･確認、・基本的事項の整理･確認) 

貸与資料や打合せにより以下の基本条件等を設定する。 
・ 設計条件(幾何構造、線形等) 
・ 地形地質条件 
・ 交差条件(河川、道路、鉄道、地下埋設物) 
・ 施工条件､環境条件 

 
⑤ 橋梁形式の計画と選定 

橋長､支間長､主要断面形状等橋梁の規模や諸元を定めるために、以下の

項目を検討する。 
・ 橋長 
・ 支間割 
・ 上部構造形式 
・ 下部構造･基礎構造形式 
・ 上下部構造・基礎構造の基本諸元の設定 

 
橋梁形式の選定にあたっては、以下の項目に配慮する。 
・ 構造特性(安定性、耐震性、走行性) 
・ 維持管理(耐久性、管理の難易度) 
・ 周辺環境との整合 
・ 施工性(施工の安全性、難易度等) 
・ 経済性 

 
図面作成 

(一般図作成) 
 

選定された橋梁形式の一般図には設計条件及び橋長、支間、桁間隔、下部

工、基礎工の主要諸元が必要である。また、土質柱状図等の土質データや鉄

道、河川、道路等の交差物がある場合は、その条件を記入する。 
 

計画概要書の 
作成 

計画概要書には以下の項目が必要である。 
・ 既往のデータに基づく主要部材の諸元 
・ 既往のデータに基づく概算工事費算出 
・ その他、設計施工上の問題点(上部工架設工法等) 
・ 今後の設計に向けての必要な調査、検討事項(土質地質調査、近接構

造物への影響等) 
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項目 主な留意点 
その他の留意点 一般図は、原則として 1 橋につき 1 枚作成するものとする。地形等の複雑な条

件を有する箇所において比較案が必要な場合は、複数の一般図作成を行う。 
したがって、当初、1 案で発注したものが検討過程で比較案が必要となり複数案

を作成した場合には、設計変更を行い、必要な費用を別途計上する。 
一般図作成業務の適用範囲は、設計計算は行わないため、構造物の断面寸

法等の諸元を既往のデータより設定できる範囲とする。設計計算が必要と判断さ

れる構造物の場合には、設計変更を実施し、必要な費用を別途計上したうえで、

計画設計を行い 適な形式を選定する。 
現地踏査、透視図作成、協議用資料作成などを特記仕様書に記載する場合

は、必要な費用を別途計上する。 
なお、透視図作成は以下のような場合に必要となる。 
・ 視覚的な判断を必要とする地元協議がある場合 
・ 透視図により構造形式の妥当性を確認する必要がある場合 
・ 長大橋や支間長が標準支間を超えるような大規模橋梁の場合 
・ 周辺環境や道路通行車両からの視点に対して景観的配慮が必要な場合

 

(2) 橋梁計画設計 

項目 主な留意点 
設計計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 作業計画書作成 
受注者は「調査等共通仕様書」の 1-14 作業計画書に基づき、作業計画書

の提出し、発注者は、必要な事項については承諾を行う。 
 
② 資料確認・整理 

当該業務に必要な資料等を発注前に収集しておくことが重要である。関連

事業計画に関する情報も収集把握する。 
その他、計画設計に必要となる既往の道路予備若しくは概略設計報告書、

橋梁一般図作成報告書等を収集する。 
 
③ 現地踏査 

現地踏査は、地形・地質等の自然状況、沿道･交差･用地条件等の周辺状

況を把握し、合わせて工事用道路・施工ヤード等の施工性の判断に必要な基

礎的現地条件を把握するためのものである。 
現地踏査を行う場合は、特記仕様書に明記したうえで、必要な費用を計上

する。 
 
④ 設計計画(・設計条件の整理･確認、・基本的事項の整理･確認) 

貸与資料や打合せにより以下の基本条件等を設定する。 
・ 設計条件(幾何構造、線形等) 
・ 地形地質条件 
・ 交差条件(河川、道路、鉄道、地下埋設物) 
・ 施工条件､環境条件 

 
⑤ 橋梁形式の計画 

橋長､支間長､主要断面形状等橋梁の規模や諸元を定める。検討する項目

は以下のようになる。 
・ 橋長 
・ 支間割 
・ 上部構造形式 
・ 下部構造･基礎構造形式 
・ 上下部構造・基礎構造の基本諸元の設定 
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項目 主な留意点 
設計計画 
 

⑥ 計画設計橋梁形式の選定 
架橋地点の橋梁としてふさわしい橋梁形式案を比較選定する。計画設計案

の選定は、構造特性、維持管理、環境との整合、施工性、経済性など総合的

観点から評価を加えて行う。 
・ 構造特性(安定性、耐震性、走行性) 
・ 維持管理(耐久性、管理の難易性) 
・ 環境との整合(修景、騒音、振動、近接施工) 
・ 施工性(施工の安全性、難易度、確実性、工事用道路及び作業ヤード

等) 
・ 経済性 

 
⑦ 概略設計計算 

上部構造の設計計算については、主要点(主桁 大モーメント又は軸力の

生ずる箇所)の概算応力計算及び概略断面検討を行い、支間割、主桁配置、

桁高、主構等の決定を行うものとする。 
下部構造及び基礎構造については、躯体及び基礎工の形式規模を想定

し、概算の応力計算及び安定計算を行う。 
 

図面作成 
 

一般図、上部構造一般図、下部構造一般図、基礎工一般図等を作成する。 
 

計画概要書の 
作成 

 

計画概要書には以下の項目が必要である。 
① 概略計算による主要材料の概算数量 
② 概算工事費の算出 
③ 概略施工法の検討(上部工架設工法､架設ヤード､主要機械の選定等) 
④ その他、設計施工上の問題点及び今後の基本設計・詳細設計に向けての

必要な調査、検討事項(土質地質調査、近接構造物への影響等) 
 

その他の留意点 発注時の構造種別と形式検討の結果から計画設計を行う構造種別に差異が

生じた場合は、設計変更を行う。 
高橋脚を有する橋梁、多径間橋梁等の「動的解析による耐震性の照査」が必

要な場合は、特記仕様書に条件を明記したうえで、別途費用を計上する。 
その他、現地踏査、透視図作成、協議用資料作成等を実施する場合は、特記

仕様書に明記したうえで、必要な費用を別途計上する。 
 

(3) 橋梁基本設計 

項目 主な留意点 
設計計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 作業計画書作成 
受注者は「調査等共通仕様書」の1-14作業計画書に基づき、作業計画書を

作成・提出し、発注者は、必要な事項については承諾を行う。 
 

② 資料確認整理 
当該業務に必要な資料等を発注前に収集しておくことが重要である。関連

事業計画に関する情報も収集把握する。 
その他、基本設計に必要となる既往の道路予備若しくは概略設計報告書、

橋梁一般図作成報告書、計画設計報告書等を収集する。 
 

③ 現地踏査 
現地踏査は、地形・地質等の自然状況、沿道･交差･用地条件等の周辺状

況を把握し、合わせて工事用道路・施工ヤード等の施工性の判断に必要な基

礎的現地条件を把握するためのものである。 
現地踏査を行う場合は、特記仕様書に明記し、必要な費用を計上する。 
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項目 主な留意点 
 
設計計画 
 

④ 設計計画 
設計計画で行う作業項目は以下のようになる。 

・ 基本条件 
既往設計図書及び監督員の指示、必要な資料の収集整理により、以下の設

計基本条件をまとめる。 
・ 道路線形条件 
・ 地形･地質条件 
・ 交差条件(横過条件) 
・ 施工条件及び環境条件、その他留意すべき条件 
・ 設計条件 

使用材料や荷重条件等について決定する。 
・ 設計上の問題点と検討方針 

橋梁計画上の基本条件等を整理することにより問題点を把握し、設計検討

方針を立案する。 
 

⑤ 設計検討 
一般図作成若しくは計画設計で決定している橋梁形式や支間割が妥当で

あるかの確認を行う。見直しが必要と認められるときは、共通仕様書「橋梁概略

形式検討」を適用するとともに、必要な費用を別途計上する。 
 

設計計算 一般図作成業務若しくは計画設計業務で決定された橋梁形式の主要構造寸

法を決定する。また、現地への搬入条件及び架設条件を考慮し、構造物各部の

応力計算及び安全度の計算を行う。 
また、「動的解析による耐震性の照査」や「免震設計」等の設計を必要とする場

合は、特記仕様書に記入し、それに要する費用を別途計上する。 
 

線形計算 道路線形計算書、平面及び縦断線形図等に基づき、当該構造物の必要箇所

について、線形計算を行い、平面座標及び縦断計画高を求める。 
 

図面作成 構造物の形状、主要寸法及び使用材料の種別及び数量を把握できる程度の

図面を作成する。 
 

計画概要書 計画概要書には以下の項目が必要である。 
・ 設計条件等の諸条件 
・ 上下部構造及び基礎構造の規模及び形式の決定根拠については、一般

図作成及び計画設計で決定された事項の妥当性を確認する内容を記述

する。 
・ 道路、鉄道、河川等との交差条件 
・ 橋梁一般図作成業務又は計画設計業務時に提示された問題点を把握

し､これを業務に反映させた内容を記述する。 
・ 構造解析の方法、モデル化の方針、特殊条件下の検討の有無(軟弱地盤

対策、近接施工・段階施工、動的解析等)設計順序等を記述する。 
・ 概略の施工計画(施工方法､施工順序､仮設時応力)を記述する。 

 
数量算出 通常の設計に含まれる業務内容は以下のとおりである。 

・ 工事の積算に必要な構造物本体及び支保工等の材料数量の算出 
 

その他の 
留意事項 
 
 

基本設計業務には、上部構造形式の検討や支間割検討は含んでいない。し

たがって、これらの検討が必要な場合は、調査等共通仕様書 5－7－5「橋梁概

略形式検討」を含めて発注する必要がある。特に、橋梁一般図作成時や計画設

計時と条件等が異なる場合は、形式検討や支間割検討の見直しが必要となる場
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項目 主な留意点 
その他の 
留意事項 
 

合もあるので、橋梁概略形式検討を行う。 
なお、条件が異なる場合とは、以下のような場合が想定される。 
・ 詳細な測量や土質調査等により条件が変化した場合 
・ 協議の結果、交差条件に変更が生じた場合 
 
橋梁概略形式検討結果により、発注時の構造種別と基本設計を行う構造種別

に差異が生じた場合は、設計変更を行う。 
橋梁概略形式検討業務や、その他の現地踏査、透視図作成、協議用資料作

成等を含めて発注する場合には、必要な費用を別途計上する。 
 

(4) 橋梁詳細設計 

項目 主な留意点 
設計計画 ① 作業計画書作成 

受注者は調査等共通仕様書の 1-14「作業計画書」に基づき、作業計画書を

作成提出し、発注者は、必要な事項については承諾を行う。 
 

② 資料確認整理 
当該業務に必要な資料等を発注前に収集しておくことが重要である。関連事

業計画に関する情報も収集把握する。 
その他、基本設計に必要となる既往の道路予備若しくは概略設計報告書、橋

梁一般図作成報告書、計画設計報告書、基本設計報告書等を収集する。 
 

③ 現地踏査 
現地踏査は、地形・地質等の自然状況、沿道･交差･用地条件等の周辺状況

を把握し、あわせて工事用道路・施工ヤード等の施工性の判断に必要な基礎的

現地条件を把握するためのものである。 
現地踏査を行う場合は、特記仕様書に明記し、必要な費用を計上する。 
 

④ 設計計画 
設計計画で行う作業項目は以下のようになる。 
・ 基本条件の整理 
既往設計図書及び監督員の指示、必要な資料の収集整理により、以下の

設計基本条件をまとめる。 
・ 道路線形条件 
・ 地形･地質条件 
・ 交差条件(横過条件) 
・ 施工条件及び環境条件、その他留意すべき条件 
・ 設計条件 
使用材料や荷重条件等について決定する。 
・ 設計上の問題点と検討方針 
橋梁計画上の基本条件等を整理することにより問題点を把握し、設計検討

方針を立案する。 
 

⑤ 設計検討 
一般図作成、計画設計又は基本設計で決定している橋長や支間割が妥当で

あるかの確認を行う。また、上部構造形式、下部構造形式、基礎構造形式の妥

当性を確認する。見直しが必要と認められるときは、調査等共通仕様書の「橋梁

概略形式検討」を適用するとともに、必要な費用を別途計上する。 
構造物の形状、寸法及び使用材料の種類及び数量を把握できる図面を作成

するために、使用材料、桁高、主桁配置、支承条件等の検討や、構造細目、付

属物の形式等の細部条件についても技術的検討を加えるものとする。 
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項目 主な留意点 
設計計算 

 
一般図作成、計画設計又は基本設計で決定された橋梁形式の主要構造寸

法に基づき、現地への搬入条件及び架設条件を考慮し、下記に示す事項につ

いて、詳細設計を行う。 
・ 上部構造については、橋体、床版、支承、高欄、伸縮装置、排水装置、

検査路、落橋防止システム、橋名板、橋歴板、ガードレールポスト孔工等

・ 下部構造及び基礎構造については、梁、柱、フーチング、躯体及び基

礎本体等 
・ その他、工事の積算及び施工をするのに必要なすべての設計計算 
また、「動的解析による耐震性の照査」や「免震設計」等の設計を必要とする

場合は、特記仕様書に条件を明示し、必要な費用を別途計上する。 
 

線形計算 道路計画時の道路線形計算書、平面及び縦断線形図等に基づき、当該構

造物の必要箇所(橋面、桁、支承、橋台、橋座、支承面、下部構造、基礎工等)
について、線形計算を行い、平面座標及び縦断計画高を求める。 

 
図面作成 構造物の施工及び施工管理に必要な図面が含まれていなければならない。 

 
計画概要書 

 
計画概要書には以下の項目が必要である。 

・ 設計条件等の諸条件 
・ 上下部構造及び基礎構造の規模及び形式の決定根拠については、一

般図作成及び計画設計、又は、橋梁概略形式検討若しくは基本設計で

決定された事項の妥当性を確認する内容を記述する。 
・ 道路、鉄道、河川等との交差条件 
・ 橋梁一般図作成業務又は計画設計業務時、又は、橋梁概略形式検討

又は基本設計に提示された問題点を把握し､これを業務に反映させた内

容を記述する。 
・ 構造解析の方法、モデル化の方針、特殊条件下の検討の有無(軟弱地

盤対策、近接施工・段階施工、動的解析等)設計順序等を記述する。 
・ 施工計画書を作成しないときは、概略の施工計画(施工方法､施工順序､

仮設時応力)､主要機械の選定を記述する。 
・ 工事で詳細設計を行う場合は架設時の検討を記述する。 

 
施工計画書 

 
特殊な構造物で、特殊な架設工法や架設時応力が卓越し部材設計に重要

な影響を及ぼす場合には、設計上必要な施工計画書を作成する。例えば、押し

出し工法、張り出し架設工法、一括架設、ケーブル架設、大規模プレキャスト工

法等である。 
施工計画書を作成する場合は、特記仕様書に明記するものとし、施工計画書

には以下の項目が必要である。 
・ 現地の立地条件及び輸送･搬入条件等を基にした、上部工の架設計画 
・ 構造物の規模 
・ 道路･鉄道の交差条件、河川の渡河条件 
・ 計画工程表 
・ 施工順序、施工方法 
・ 資材･部材の搬入計画等 
・ 工事費積算に当たって必要な仮設物の設計等の計画 
・ 設計と不可分な施工上の留意点についてのとりまとめ 

 
数量計算 

 
 
 
 

通常の詳細設計に含まれる業務内容は以下のとおりである。 
・ 工事の積算・施工に必要な構造物本体及び支保工等の数量算出 
・ 構造物掘削(掘削、埋戻し、残土)の土量算出 
・ 構造物掘削により生じる永久法面工の数量算出(ただし、平面図・横断

図等から算出できるものに限る) 
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項目 主な留意点 
数量計算 
 

・ 構造物掘削(普通部)の施工に要する一般的割掛け費算出のための数

量算出 
 

その他の留意点 
 

詳細設計業務には、上部構造形式の検討や支間割検討は含んでいないの

で、検討が必要な場合は、調査等共通仕様書 5－7－5「橋梁概略形式検討」を

含めて発注する必要がある。特に、橋梁一般図作成時や計画設計時及び基本

設計時と条件等が異なる場合は、形式検討や支間割検討の見直しが必要とな

る場合もあるので、橋梁概略形式検討を行う。条件が異なる場合とは、以下のよ

うな場合が想定される。 
 
・ 詳細な測量や土質調査等により条件が変化した場合 
・ 協議の結果、交差条件に変更が生じた場合 
 
橋梁概略形式検討結果により、発注時の構造種別と基本設計を行う構造種

別に差異が生じた場合は、設計変更を行う。 
橋梁概略形式検討業務や、その他の現地踏査、透視図作成、協議用資料作

成等を含めて発注する場合は、必要な費用を別途計上する。 
なお、透視図作成は以下のような場合に必要となる。 
・ 視覚的な判断を必要とする地元協議がある場合 
・ 透視図により構造形式の妥当性を確認する必要がある場合 
・ 長大橋や支間長が標準支間を超えるような大規模橋梁の場合 
・ 周辺環境や道路通行車両からの視点に対して景観的配慮が必要な場

合 
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